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2020年４月１日施行

　働き方改革関連法の成立により、2020年４月から、派遣労働者に関する同一労働同一
賃金の法規定が施行されます。
　派遣という働き方は、「雇用」と「使用」が分離された雇用形態であるため、雇用責任・使
用者責任が曖昧となり、不安定雇用に陥ることが少なくありません。また、待遇面でも、
正規雇用労働者との間には賃金や一時金、手当などについての不合理な格差もあります。
　労働組合としては、どのような働き方であっても誰もが安心して健康に充実して働き続
けられるよう、「底上げ・底支え」「格差是正の取り組み」を強力に進めていきましょう。
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02派遣労働者にかかわる同一労働同一賃金の法整備の内容を理解しよう

※派遣先均等・均衡方式、労使協定方式ともに、どのような待遇差が不合理であるあるかの考
え方を示した「同一労働同一賃金ガイドライン」も策定されています（Ｐ１６～２５に掲載）
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　「同一労働同一賃金」というと、男女間の賃金格差や企業間の賃金格差の解消を思い浮かべる人も多いと
思いますが、今回の法整備は雇用形態の違いによる不合理な待遇差を禁止するものです。
　このうち派遣労働者に関しては、労働者派遣法が改正され、原則として、派遣労働者と派遣労働者を受
入れる企業（＝派遣先）の正社員との間で不合理な待遇差を設けてはいけないルールが盛り込まれました。

　派遣労働者の待遇は、派遣先均等・均衡方式によって決定することが原則となりますが、例外的に、一
定の要件を満たす労使協定を締結しその協定に基づき待遇を決めることも可能となりました。

派遣労働者の待遇決定ルールの法定化1

　今回の法整備では、派遣労働者と、派遣先の正社員との間で不合理な待遇差を禁止する規定（均衡待遇・
均等待遇）が設けられました。
　具体的には、派遣先が派遣先正社員の待遇情報を派遣会社に提供し、その情報をもとに、派遣会社は、
派遣労働者の待遇を、派遣先の正社員と均等・均衡のとれた内容にすることが義務化されました。

原 則 派遣先均等・均衡方式による待遇決定（派遣法30条の３）

❶ 職務の内容……業務の内容及び責任の程度 
❷ 職務の内容及び配置の変更範囲……転勤、昇進、人事異動等 
❸ その他の事情……合理的な労使の慣行などの諸事情

考慮要素の
具体的な内容とは？

Check!


派遣会社は、派遣労働者と派遣先の正社員との間で、基
本給や賞与などの１つ１つの待遇ごとに、❶職務の内容、
❷職務の内容・配置の変更範囲、❸その他の事情に照ら
し、不合理な待遇差を設けてはならない。

均衡待遇 （法30条の3    1項）

派遣会社は、派遣先の正社員と❶職務の内容、
❷職務の内容・配置の変更範囲の２つの考慮要
素が同じ派遣労働者について、すべての待遇を
差別的取り扱いしてはならない。

均等待遇 （法30条の3     2項）

❷ 派遣先正社員との
均等・均衡のとれた

待遇決定

使用者

賃 金

一時金

手 当

福利厚生施設

業務に密接な
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❶ 待遇情報の提供 ※P3参照

均等・均衡

均等・均衡

均等・均衡

利用可 ※P４参照
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派
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先

　また、派遣会社は派遣労働者に対して、協定を書面交付したりイントラネットへ掲示するなどして、そ
の内容を周知することが義務化されました。

例 外 労使協定方式による待遇決定（派遣法30条の４）

　派遣会社と派遣会社の過半数労働組合との間で、派遣労働者の待遇改善に関する労使協定を締結し、
協定に基づき派遣労働者の待遇を決定することも例外として認められます。なお、労使協定で定める派
遣労働者の賃金は、厚生労働省が示す「一般の労働者の平均的な賃金の額」※を上回る額とする必要が
あります。 ※P11 参照

協定で決めたことを
守っていない場合は？ 

Check!


例えば、協定で定めた賃金以下の額しか払って
いない場合などの協定を守っていない場合は、
原則の派遣先均等・均衡方式に戻ります。

派遣会社 派遣先

利用可 ※P４参照

受講可 ※P４参照

賃 金

一時金

手 当

厚生労働省が示す
「一般の労働者の
平均的な賃金」※

派遣労働者

使用者

使用者労働組合

労使協定

労使協定にもとづく
待遇決定

一般の労働者

※P11参照

福利厚生施設

業務に密接な
教育訓練
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2. 派遣料金に対する配慮義務（派遣法26条11項）

　派遣先は、派遣料金について、派遣会社が派遣労働者の待遇改善が可能な水準で設定できるように配
慮しなければなりません。

　派遣先は、労働者派遣契約を締結する際に、派遣労働者と待遇を比較する正社員（比較対象労働者）の
待遇情報を、派遣会社に提供する必要があります。 派遣先から提供された情報に基づき、派遣会社は派遣
労働者の待遇を決定することになります。情報提供がない場合は、労働者派遣契約を結ぶことができませ
ん。なお、派遣先が派遣会社に提供する必要がある情報は、派遣先均等・均衡方式と労使協定方式で異な
ります。

派遣先の義務の強化2
1. 派遣会社への待遇情報の提供（派遣法26条７項）

▶提供が必要な待遇情報

派遣先均等・均衡の場合

労使協定方式の場合
どのような教育訓練があるのか

どのような福利厚生施設（給食施設、休憩室、更衣室）があるか

１

2

比較対象労働者の基本情報（職務の内容はなにか、どのような雇用形態かなど）

比較対象労働者の選定理由（なぜ比較対象労働者として選定したのか）

比較対象労働者の待遇（比較対象労働者の待遇と水準、待遇の目的）

比較対象労働者の待遇決定の考慮事項（待遇の決定に際して考慮した事項は何か）

１

2

3

4

3. 教育訓練の実施、福利厚生施設の利用（派遣法40条３項・４項）

　派遣先は、派遣労働者に対し、現在の業務遂行に必要な技能等を付与するための教育訓練を実施するこ
とが義務化されました。
　また、派遣先は、派遣労働者に対し、自社の福利厚生施設（給食施設・休憩室・更衣室）の利用の機会を
与えることも義務化されました。

　派遣労働者が不合理な待遇差を感じることの無いように、派遣会社は、雇入れ時や派遣時、派遣労働者
から求めがあった場合に、待遇の説明を行うことが義務化されてました。

❶ 雇入れ時・派遣時に、派遣労働者に対して、労働条件（昇給・退職手当の有無など）を、文書明示しなけ

ればなりません（派遣法31条の２　２項・３項）。

❷ 不合理な待遇差を解消するために講ずる措置を、資料を活用して説明する必要があります（派遣法31
条の２　３項）。

❸ 派遣会社は、派遣労働者の求めに応じ、比較対象労働者との間の待遇の相違の内容・理由等を説明しな
ければなりません（派遣法31条の２　４項）。

派遣会社の義務の強化3

派遣労働者 派遣会社の人事担当

派遣先の正社員と

私はなぜ待遇が

違うのでしょうか。

あなたは派遣先の
正社員と○○は同じ
ですが、××が
違うので…

待遇情報は
どうやって提供するの？

Check!


派遣先が派遣会社にどのように待遇情報を提供するかに
ついては、厚生労働省が情報提供の「ひな型」を示して
います（Ｐ２６～２９）。ただし、「ひな型」にない待遇に
ついても、派遣先の正社員（比較対象労働者）にある待
遇があれば、その情報を派遣会社に提供する必要があり
ます。例えば、派遣先の正社員に、福利厚生の一環でい
わゆる「カフェテリアプラン」などがある場合、その情
報も提供する必要があるので注意しましょう。
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の労働者との間で不合理な待遇差等がある場合は、改善の働きかけを行っていくことも重要です。
　派遣先労働組合・派遣元労働組合双方で、派遣労働者の方の雇用の安定と公正な労働条件の確保に向け
た取り組みを進めていきましょう。
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● 待遇情報の労使共有
● 追加情報の求め
→ 第１・第２-2ステップ

● 派遣会社の適法性確認
● 受入れ予定の待遇決定方式の確認
→ 第１ステップ

● 均等・均衡待遇をはかることが
可能な派遣料金の設定
→ 第３ステップ

● 福利厚生施設の利用、教育訓練の
実施の確認

● 自社の通常の労働者と 同水準の
安全管理措置の履行

● 相談の受付　など
→ 第４～第６ステップ

● 派遣先の通常の労働者と
不合理な待遇差がある場合は
是正に向けた労使協議
→ 第１・第２-2ステップ

● 説明義務の履行徹底
（派遣労働者からの求めが
無くとも待遇差の説明が
行われるよう求めるなど）
→ 第３ステップ

● 派遣労働者の待遇などに
関する継続的なモニタリング
など
→ 第３ステップ

派遣元労働組合 派遣先労働組合

比較対象労働者の待遇情報提供（先→元）
【法 26 条 7項・10 項】

追加提供の配慮（先）
【法第 40 条 5項】

派遣料金の交渉（元・先）
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労働者派遣契約の締結（元・先）
【法 26 条１項等】

派遣労働者に対する説明（元）
１）雇入れ時【法31条の2  2項】
　　・待遇情報明示
２）派遣時【法31条の2  3項】
　　・待遇情報明示
３）労働者の求めに応じて【法31条の2  4項】
　　・待遇差の説明

派遣会社の選定（先）

派遣労働者の待遇の検討・決定（元）
【法 30 条の 3】

派遣先での
派遣労働者の就業開始

● 過半数要件の確認
（過半数組合がない場合は
過半数代表者の適正選出）

● 協定対象の範囲の協議
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● 待遇情報の労使共有
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第５ステップ

第６ステップ

第４ステップ

それではわが社の
派遣社員に支給する
手当もアップ
させます。

来月から正社員に
支給している〇〇手当を
アップすることに
なりました

07 08

▶ 派遣労働者の受入れ後

職場での取り組みの進め方

　派遣先労働組合としても、派遣労働者に法内容を周知した上で、相談や問い合わせを受けましょう。
その上で、不合理な待遇差の是正につなげることはもとより、派遣労働者が働きやすい職場環境の整備
に向けた取り組みをはかりましょう。

派遣労働者の安全管理の措置は、労使協定方式の場合、
法律上は派遣会社の社員との均等・均衡をとることと
なっています。
しかし、派遣労働者の安全管理は、本来的には実際に
就業している派遣先の通常の労働者との均等・均衡であ
るべきです。そのため派遣先労働組合としては法を上
回る取り組みとして、自社の社員と同様の安全管理措
置が派遣労働者にもとられるよう求めましょう。

労使協定方式の場合の
安全管理の措置は？

Check!


派遣労働者が業務に必要な教育訓練の実施と、福利厚生施設（食堂、休憩室、更衣室）の利用が適
正に行われているかを確認しましょう。なお、食堂の利用に際して自己負担などが発生する場合、
派遣労働者にだけ不合理な条件などが設定されないようにしましょう。

1

派遣労働者も、自社の社員と同様の安全管理の措置がとられるよう求めましょう（例：同一品質の
作業着や防塵マスクの支給など）。2

派遣労働者の有給休暇や慶弔休暇の取得状況、労働時間について実態把握を行い、確実な休暇取
得や長時間労働の是正に向け交渉・協議を実施しましょう。3

2. 派遣先労働組合の取り組み

派遣労働者が安心して働くことのできる職場環境の整備

　比較対象労働者の待遇情報に変更があった場合は、速やかに
派遣会社に情報提供を行うよう求めましょう。

待遇情報の変更があった場合の提供

派遣労働者が安心して働くことができる職場環境の整備　派遣料金を、受入れ予定の派遣労働者の待遇改善が可能な水準で設定するように事業主に求めましょう
（派遣先には派遣料金の配慮義務が課せられています！）。

派遣契約の締結・派遣労働者の受け入れ

派遣料金の適正設定

派遣先 派遣会社

▶ 派遣労働者の受入れ前

派遣契約締結前の事前確認
第１ステップ

行政処分の状況などは
どうやって調べるの？

Check!


派遣会社の行政処分の状況は、厚生労働省の「人材サービス総合サ
イト」（https://www.jinzai-sougou.go.jp/）で確認ができます。

派遣会社が、行政処分などを受けていないか確認しましょう。その上で、行政処分を受けている
派遣会社とは派遣契約を締結しないように自社に求めましょう。1

受入れ予定の派遣労働者が、派遣先均等・均衡方式か労使協定方式のいずれかであるかを確認しま
しょう。どちらの待遇決定方式であるかによって、派遣会社へ提供する情報が違います。なお、
労使協定方式の対象派遣労働者の範囲などは、派遣会社が自社のインターネットで開示すること
となっています。

2

検索

比較対象労働者は
どうやって
選べばよいの？

Check!


まずは、派遣労働者と「職務の内容」や「職務の内容及び配置の変更範囲」
などが同じ派遣先の正社員を選ぶことになります。しかし、派遣労働
者と「職務の内容」などが同じ正社員がいない場合、派遣先は「職務の
内容」などが同じパート・有期雇用労働者や、「職務の内容」などが同じ
社員を雇った場合の待遇情報を提供することも可能とされています。
派遣先労働組合としてはきちんと実在する正社員の待遇情報を提供す
るよう求めましょう。

　自社が派遣会社に対して、比較対象労働者の待遇情報を正しく提供しているか確認・協議しましょう。比
較対象労働者の待遇情報は、派遣労働者の賃金・労働条件の決定にあたって重要な要素であるため、派遣先
労働組合としても比較対象労働者の選定方法や理由が妥当であるかをしっかり確認することが必要です。　

比較対象労働者の待遇情報の適正な提供
第２ステップ

第３ステップ
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イト」（https://www.jinzai-sougou.go.jp/）で確認ができます。

派遣会社が、行政処分などを受けていないか確認しましょう。その上で、行政処分を受けている
派遣会社とは派遣契約を締結しないように自社に求めましょう。1

受入れ予定の派遣労働者が、派遣先均等・均衡方式か労使協定方式のいずれかであるかを確認しま
しょう。どちらの待遇決定方式であるかによって、派遣会社へ提供する情報が違います。なお、
労使協定方式の対象派遣労働者の範囲などは、派遣会社が自社のインターネットで開示すること
となっています。

2

検索

比較対象労働者は
どうやって
選べばよいの？

Check!


まずは、派遣労働者と「職務の内容」や「職務の内容及び配置の変更範囲」
などが同じ派遣先の正社員を選ぶことになります。しかし、派遣労働
者と「職務の内容」などが同じ正社員がいない場合、派遣先は「職務の
内容」などが同じパート・有期雇用労働者や、「職務の内容」などが同じ
社員を雇った場合の待遇情報を提供することも可能とされています。
派遣先労働組合としてはきちんと実在する正社員の待遇情報を提供す
るよう求めましょう。

　自社が派遣会社に対して、比較対象労働者の待遇情報を正しく提供しているか確認・協議しましょう。比
較対象労働者の待遇情報は、派遣労働者の賃金・労働条件の決定にあたって重要な要素であるため、派遣先
労働組合としても比較対象労働者の選定方法や理由が妥当であるかをしっかり確認することが必要です。　

比較対象労働者の待遇情報の適正な提供
第２ステップ

第３ステップ



3. 派遣元労働組合の取り組み

　派遣労働者の待遇決定を、派遣先均等・均衡方式と労使協定方式のいずれを採用するか、各待遇決定方
式の派遣労働者の範囲を労使協議のうえで決定しましょう。

09 10職場での取り組みの進め方

（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

待遇決定方式の決定
派遣先から提供された比較対象労働者の待遇情報を、労使で共有するようにしましょう。なお、
派遣先から提供された待遇情報の量や内容に疑義が生じた場合は、派遣先から追加情報を提供し
てもらうよう求めましょう。

1

情報の
取り扱いのルール化 

Check!


派遣先から提供された待遇情報は、極めて機密性の高い
情報です。労使での共有にあたっては、派遣労働者の待
遇決定のみに使用することとし、みだりに第三者に提供
しないなど、しっかりルール化をはかることが必要です。

過半数要件を
満たしていない場合は？

Check!


過半数要件を満たしていない労働組合が締結した労使協定は
無効で、原則である派遣先・均等均衡に戻ることになります。

比較対象労働者の待遇情報をもとに、派遣労働者の待遇の総点検と待遇の目的・性質の再確認を行
い、不合理な待遇差がないか確認し、不合理な待遇差がある場合は、その是正に向けた団体交渉・
労使協議を行いましょう。

2

派遣先均等・均衡方式における待遇決定

自分の労働組合が、過半数労働組合としての要件を満たしているかを確認しましょう。なお、過
半数要件を満たしていない場合には、労働組合の委員長や役員が過半数代表者となるために立候
補するとともに、労働組合に加入していない労働者の組織化に向けた取り組みを進めましょう。

1

法律では、派遣労働者の賃金は厚生労働省が示す「一般の労働者の平均的な賃金の額」以上とされ
ていますが、法律を上回る内容で労使協定を締結しましょう。なお、労働者保護の観点から、「労
使協定」ではなく「労働協約」を締結することが望ましいです（※労働協約を締結する場合も過半
数要件を満たすことが必要）。さらに、法律では、「職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経
験その他の就業の実態に関する事項の向上があった場合に賃金が改善されるものであること」が必
要とされていることから、派遣労働者の能力や経験等の向上に応じた賃金テーブルを整備しましょ
う。なお、労使協定の例はP30に掲載しています。

2

労使協定方式における待遇決定

第１ステップ 第２-1ステップ

第２-２ステップ

有期雇用の派遣労働者には
パート・有期法も適用されるの？

Check!

有期雇用の派遣労働者は、労働者派遣法とともにパート・有期法も適用され、派遣会社の正社員との
均等・均衡待遇規定（パート・有期法8条・9条）の対象となります。そのため、派遣元労働組合としては、
有期雇用の派遣労働者と、派遣元の正社員との不合理な待遇差がないかも確認し、不合理な待遇差が
ある場合はその是正に向けて団体交渉・労使協議を行う必要があります。　具体的な取り組みの方法は、
「同一労働同一賃金の法整備を踏まえた労働組合の取り組み－パート・有期編－」をご参照ください。

派遣会社

均等・均衡

均等・均衡

均等・均衡賃 金

一時金

手 当

賃 金

一時金

手 当有期雇用の
派遣労働者

派遣先

賃 金

一時金

手 当 派遣先
正社員

派遣会社の
正社員

均等・均衡

均等・均衡

均等・均衡

▶派遣先均等・均衡方式 

均等・均衡

均等・均衡

均等・均衡賃 金

一時金

手 当

賃 金

一時金

手 当有期雇用の
派遣労働者

派遣会社の
正社員

厚生労働省が示す
「一般の労働者の
平均的な賃金」※

※P11参照

一般の労働者

▶労使協定方式 

派遣会社

通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　
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地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

待遇決定方式の決定
派遣先から提供された比較対象労働者の待遇情報を、労使で共有するようにしましょう。なお、
派遣先から提供された待遇情報の量や内容に疑義が生じた場合は、派遣先から追加情報を提供し
てもらうよう求めましょう。

1

情報の
取り扱いのルール化 

Check!


派遣先から提供された待遇情報は、極めて機密性の高い
情報です。労使での共有にあたっては、派遣労働者の待
遇決定のみに使用することとし、みだりに第三者に提供
しないなど、しっかりルール化をはかることが必要です。

過半数要件を
満たしていない場合は？

Check!


過半数要件を満たしていない労働組合が締結した労使協定は
無効で、原則である派遣先・均等均衡に戻ることになります。

比較対象労働者の待遇情報をもとに、派遣労働者の待遇の総点検と待遇の目的・性質の再確認を行
い、不合理な待遇差がないか確認し、不合理な待遇差がある場合は、その是正に向けた団体交渉・
労使協議を行いましょう。

2

派遣先均等・均衡方式における待遇決定

自分の労働組合が、過半数労働組合としての要件を満たしているかを確認しましょう。なお、過
半数要件を満たしていない場合には、労働組合の委員長や役員が過半数代表者となるために立候
補するとともに、労働組合に加入していない労働者の組織化に向けた取り組みを進めましょう。

1

法律では、派遣労働者の賃金は厚生労働省が示す「一般の労働者の平均的な賃金の額」以上とされ
ていますが、法律を上回る内容で労使協定を締結しましょう。なお、労働者保護の観点から、「労
使協定」ではなく「労働協約」を締結することが望ましいです（※労働協約を締結する場合も過半
数要件を満たすことが必要）。さらに、法律では、「職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経
験その他の就業の実態に関する事項の向上があった場合に賃金が改善されるものであること」が必
要とされていることから、派遣労働者の能力や経験等の向上に応じた賃金テーブルを整備しましょ
う。なお、労使協定の例はP30に掲載しています。

2

労使協定方式における待遇決定

第１ステップ 第２-1ステップ

第２-２ステップ

有期雇用の派遣労働者には
パート・有期法も適用されるの？

Check!

有期雇用の派遣労働者は、労働者派遣法とともにパート・有期法も適用され、派遣会社の正社員との
均等・均衡待遇規定（パート・有期法8条・9条）の対象となります。そのため、派遣元労働組合としては、
有期雇用の派遣労働者と、派遣元の正社員との不合理な待遇差がないかも確認し、不合理な待遇差が
ある場合はその是正に向けて団体交渉・労使協議を行う必要があります。　具体的な取り組みの方法は、
「同一労働同一賃金の法整備を踏まえた労働組合の取り組み－パート・有期編－」をご参照ください。

派遣会社

均等・均衡

均等・均衡

均等・均衡賃 金

一時金

手 当

賃 金

一時金

手 当有期雇用の
派遣労働者

派遣先

賃 金

一時金

手 当 派遣先
正社員

派遣会社の
正社員

均等・均衡

均等・均衡

均等・均衡

▶派遣先均等・均衡方式 

均等・均衡

均等・均衡

均等・均衡賃 金

一時金

手 当

賃 金

一時金

手 当有期雇用の
派遣労働者

派遣会社の
正社員

厚生労働省が示す
「一般の労働者の
平均的な賃金」※

※P11参照

一般の労働者

▶労使協定方式 

派遣会社

通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　



❹その他の待遇
　派遣元の通常の労働者と不合理な差がないか確認しましょう。ただし、福利厚生施設および教育訓練は、
派遣先均等・均衡であることに留意し、派遣労働者の派遣先における福利厚生施設の利用状況や教育訓練
の状況を確認しましょう。

❺有効期間
　協定の有効期間は１年で設定し、１年ごとに内容の点検・見直しましょう。また、協定で定めた事項は、
就業規則に記載しましょう（就業規則に記載することで、就業規則の定めを下回る労働条件は無効となり、
就業規則で定めた事項が労働契約の内容となります）。

11 12職場での取り組みの進め方

（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

❶賃金
　派遣労働者の賃金は、厚生労働省が毎年6月～７月に公表する「一般の労働者の平均的な賃金の額」に、
「地域指数」を乗じた額以上で設定する必要があります。労働組合としては、「一般の労働者の平均的な賃
金の額」を上回る、より高く納得性のある賃金水準となるよう、協議しましょう。

労使協定締結のポイント

「一般の労働者の
平均的な賃金の額」 

Check!

「一般の労働者の平均的な賃金の額」は、
賃金構造基本統計調査と職業安定業務
統計（ハローワークの求人賃金）をもと
に職種毎に算定されます。まずは、派
遣労働者の職種毎に適切な統計が活用
されているか確認した上で、それを上
回るより高い賃金水準を求めましょう。

地域指数 
Check!

「地域指数」は都道府県毎の指数とハローワーク
毎の指数の2種類が示されますが、地域指数の
恣意的な運用が行われていないか確認しましょ
う。（例：同一都道府県内であっても賃金の低い
地域の派遣先で働く派遣労働者にはハローワー
ク別の数値を、賃金の高い地域で働く派遣労働
者には都道府県別の数値を活用するなど）

資料１－２
（平成30年10月2日第11回同一労働

同一賃金部会配布資料を一部修正）

都道府県別地域指数（※）

全国計 100.0

北海道 91.7
青森 83.8
岩手 86.6
宮城 96.4
秋田 85.3
山形 88.1
福島 92.1
茨城 100.1
栃木 98.5
群馬 97.7
埼玉 105.2
千葉 105.5
東京 114.6
神奈川 109.4
新潟 94.4
富山 97.7
石川 97.3
福井 97.1
山梨 97.7
長野 97.4
岐阜 100.0
静岡 100.0
愛知 105.5
三重 98.9
滋賀 98.2
京都 101.5
大阪 108.3
兵庫 102.0
奈良 101.3
和歌山 92.3
鳥取 89.1
島根 87.1
岡山 95.5
広島 97.0
山口 91.1
徳島 91.1
香川 96.2
愛媛 89.9
高知 87.4
福岡 93.3
佐賀 85.4
長崎 83.9
熊本 87.5
大分 89.4
宮崎 84.6
鹿児島 86.0
沖縄 83.8

※　職業安定業務統計の求人賃金の全国計を１００として職業大分類の
構成比の違いを除去して指数化

平成２９年度職業安定業務統計による地域指数

資料１－４
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▶一般の労働者の平均的な賃金の額 ▶地域指数

❸通勤手当
　通勤手当は、a) 実費を支払う方法、b) 一般労働者の平均的な賃金
の額に 71円（一般の労働者の平均的な通勤交通費として厚労省が算
出した額）を上乗せしてその額以上の時給を支払う方法の 2種類が認
められています。この点、自宅から職場（派遣先）への交通費の実費
弁償という通勤手当の基本的性格を踏まえ、実費によって基本給とは
別枠で支払われるように求めましょう。

通勤交通費は

基本給と別枠で

支払おう！

❷退職金
　派遣労働者の退職金は、以下の３つのいずれかの方法で定める必要がありますので、労使でどの方法を
選択するか、どういった退職金の水準とするかをしっかり協議しましょう。

１ 厚生労働省が毎年６月～７月に通達で示す退職金調査を踏まえた退職手当制度とする方法

２ 一般の労働者の時給に退職手当分６％（※一般の労働者に関し、賃金に占める１月あたり
の退職給付割合として厚生労働省が算出した割合）を上乗せして、その額以上の時給を派
遣労働者に支払う方法

３ 中退共（中小企業退職金共済制度）などに加入する方法

さあ、取り組みを進めましょう！

　雇い入れ時・派遣時の待遇情報明示などがしっかり行われるように求めましょう。また、比較対象労働
者との待遇差の説明は、派遣労働者からの求めの有無にかかわらず、雇い入れ時や契約更新時に説明を行
うようルール化しましょう。

派遣労働者に対する待遇（差）説明の徹底
第３ステップ

このような運用は
認められません !

Check!


通勤手当を基本給とは別枠で支給することと引き換えに、
基本給を引き下げるようなことは、同一労働同一賃金の法
の趣旨に反するものであり、認めるべきではありません。

通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　



❹その他の待遇
　派遣元の通常の労働者と不合理な差がないか確認しましょう。ただし、福利厚生施設および教育訓練は、
派遣先均等・均衡であることに留意し、派遣労働者の派遣先における福利厚生施設の利用状況や教育訓練
の状況を確認しましょう。

❺有効期間
　協定の有効期間は１年で設定し、１年ごとに内容の点検・見直しましょう。また、協定で定めた事項は、
就業規則に記載しましょう（就業規則に記載することで、就業規則の定めを下回る労働条件は無効となり、
就業規則で定めた事項が労働契約の内容となります）。

11 12職場での取り組みの進め方

（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

❶賃金
　派遣労働者の賃金は、厚生労働省が毎年6月～７月に公表する「一般の労働者の平均的な賃金の額」に、
「地域指数」を乗じた額以上で設定する必要があります。労働組合としては、「一般の労働者の平均的な賃
金の額」を上回る、より高く納得性のある賃金水準となるよう、協議しましょう。

労使協定締結のポイント

「一般の労働者の
平均的な賃金の額」 

Check!

「一般の労働者の平均的な賃金の額」は、
賃金構造基本統計調査と職業安定業務
統計（ハローワークの求人賃金）をもと
に職種毎に算定されます。まずは、派
遣労働者の職種毎に適切な統計が活用
されているか確認した上で、それを上
回るより高い賃金水準を求めましょう。

地域指数 
Check!

「地域指数」は都道府県毎の指数とハローワーク
毎の指数の2種類が示されますが、地域指数の
恣意的な運用が行われていないか確認しましょ
う。（例：同一都道府県内であっても賃金の低い
地域の派遣先で働く派遣労働者にはハローワー
ク別の数値を、賃金の高い地域で働く派遣労働
者には都道府県別の数値を活用するなど）

資料１－２
（平成30年10月2日第11回同一労働

同一賃金部会配布資料を一部修正）

都道府県別地域指数（※）

全国計 100.0

北海道 91.7
青森 83.8
岩手 86.6
宮城 96.4
秋田 85.3
山形 88.1
福島 92.1
茨城 100.1
栃木 98.5
群馬 97.7
埼玉 105.2
千葉 105.5
東京 114.6
神奈川 109.4
新潟 94.4
富山 97.7
石川 97.3
福井 97.1
山梨 97.7
長野 97.4
岐阜 100.0
静岡 100.0
愛知 105.5
三重 98.9
滋賀 98.2
京都 101.5
大阪 108.3
兵庫 102.0
奈良 101.3
和歌山 92.3
鳥取 89.1
島根 87.1
岡山 95.5
広島 97.0
山口 91.1
徳島 91.1
香川 96.2
愛媛 89.9
高知 87.4
福岡 93.3
佐賀 85.4
長崎 83.9
熊本 87.5
大分 89.4
宮崎 84.6
鹿児島 86.0
沖縄 83.8

※　職業安定業務統計の求人賃金の全国計を１００として職業大分類の
構成比の違いを除去して指数化

平成２９年度職業安定業務統計による地域指数

資料１－４

1/12

▶一般の労働者の平均的な賃金の額 ▶地域指数

❸通勤手当
　通勤手当は、a) 実費を支払う方法、b) 一般労働者の平均的な賃金
の額に 71円（一般の労働者の平均的な通勤交通費として厚労省が算
出した額）を上乗せしてその額以上の時給を支払う方法の 2種類が認
められています。この点、自宅から職場（派遣先）への交通費の実費
弁償という通勤手当の基本的性格を踏まえ、実費によって基本給とは
別枠で支払われるように求めましょう。

通勤交通費は

基本給と別枠で

支払おう！

❷退職金
　派遣労働者の退職金は、以下の３つのいずれかの方法で定める必要がありますので、労使でどの方法を
選択するか、どういった退職金の水準とするかをしっかり協議しましょう。

１ 厚生労働省が毎年６月～７月に通達で示す退職金調査を踏まえた退職手当制度とする方法

２ 一般の労働者の時給に退職手当分６％（※一般の労働者に関し、賃金に占める１月あたり
の退職給付割合として厚生労働省が算出した割合）を上乗せして、その額以上の時給を派
遣労働者に支払う方法

３ 中退共（中小企業退職金共済制度）などに加入する方法

さあ、取り組みを進めましょう！

　雇い入れ時・派遣時の待遇情報明示などがしっかり行われるように求めましょう。また、比較対象労働
者との待遇差の説明は、派遣労働者からの求めの有無にかかわらず、雇い入れ時や契約更新時に説明を行
うようルール化しましょう。

派遣労働者に対する待遇（差）説明の徹底
第３ステップ

このような運用は
認められません !

Check!


通勤手当を基本給とは別枠で支給することと引き換えに、
基本給を引き下げるようなことは、同一労働同一賃金の法
の趣旨に反するものであり、認めるべきではありません。

通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　



に掲げる事項であって当該協定で定めたものを遵守し
ていない場合又は第三号に関する当該協定の定めによ
る公正な評価に取り組んでいない場合は、この限りで
ない。

一  その待遇が当該協定で定めるところによること
とされる派遣労働者の範囲

二  前号に掲げる範囲に属する派遣労働者の賃金の
決定の方法（次のイ及びロ（通勤手当その他の
厚生労働省令で定めるものにあっては、イ）に
該当するものに限る。）
イ 派遣労働者が従事する業務と同種の業務に
従事する一般の労働者の平均的な賃金の額
として厚生労働省令で定めるものと同等以
上の賃金の額となるものであること。

ロ 派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、
能力又は経験その他の就業の実態に関する
事項の向上があつた場合に賃金が改善され
るものであること。

三  派遣元事業主は、前号に掲げる賃金の決定の方
法により賃金を決定するに当たっては、派遣労
働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又
は経験その他の就業の実態に関する事項を公正
に評価し、その賃金を決定すること。

四  第一号に掲げる範囲に属する派遣労働者の待遇
（賃金を除く。以下この号において同じ。）の決
定の方法（派遣労働者の待遇のそれぞれについ
て、当該待遇に対応する派遣元事業主に雇用さ
れる通常の労働者（派遣労働者を除く。）の待遇
との間において、当該派遣労働者及び通常の労
働者の職務の内容、当該職務の内容及び配置の
変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認
められるものを考慮して、不合理と認められる
相違が生じることとならないものに限る。）

五  派遣元事業主は、第一号に掲げる範囲に属する

派遣労働者に対して第三十条の二第一項の規定
による教育訓練を実施すること。

六  前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定
める事項

２  前項の協定を締結した派遣元事業主は、厚生労働
省令で定めるところにより、当該協定をその雇用
する労働者に周知しなければならない。

　　待遇に関する事項等の説明

第31条の2　（略）
２  派遣元事業主は、労働者を派遣労働者として雇い
入れようとするときは、あらかじめ、当該労働者
に対し、文書の交付その他厚生労働省令で定める
方法（次項において「文書の交付等」という。）により、
第一号に掲げる事項を明示するとともに、厚生労
働省令で定めるところにより、第二号に掲げる措
置の内容を説明しなければならない。

一  労働条件に関する事項のうち、労働基準法第
十五条第一項に規定する厚生労働省令で定め
る事項以外のものであって厚生労働省令で定
めるもの

二  第三十条の三、第三十条の四第一項及び第三十
条の五の規定により措置を講ずべきこととされ
ている事項（労働基準法第十五条第一項に規定
する厚生労働省令で定める事項及び前号に掲げ
る事項を除く。）に関し講ずることとしている措
置の内容

３  派遣元事業主は、労働者派遣（第三十条の四第一項
の協定に係るものを除く。）をしようとするときは、
あらかじめ、当該労働者派遣に係る派遣労働者に
対し、文書の交付等により、第一号に掲げる事項
を明示するとともに、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、第二号に掲げる措置の内容を説明しな

ものとなるように配慮しなければならない。

　　不合理な待遇の禁止等

第30条の３
　派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者の基本給、
賞与その他の待遇のそれぞれについて、当該待遇に対
応する派遣先に雇用される通常の労働者の待遇との間
において、当該派遣労働者及び通常の労働者の職務の
内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の
事情のうち、当該待遇の性質及び当該待遇を行う目的
に照らして適切と認められるものを考慮して、不合理
と認められる相違を設けてはならない。

２  派遣元事業主は、職務の内容が派遣先に雇用され
る通常の労働者と同一の派遣労働者であって、当
該労働者派遣契約及び当該派遣先における慣行そ
の他の事情からみて、当該派遣先における派遣就
業が終了するまでの全期間において、その職務の
内容及び配置が当該派遣先との雇用関係が終了す
るまでの全期間における当該通常の労働者の職務
の内容及び配置の変更の範囲と同一の範囲で変更
されることが見込まれるものについては、正当な
理由がなく、基本給、賞与その他の待遇のそれぞ
れについて、当該待遇に対応する当該通常の労働
者の待遇に比して不利なものとしてはならない。

第30条の４
　派遣元事業主は、厚生労働省令で定めるところによ
り、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合に
おいてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労
働組合がない場合においては労働者の過半数を代表す
る者との書面による協定により、その雇用する派遣労
働者の待遇（第四十条第二項の教育訓練、同条第三項
の福利厚生施設その他の厚生労働省令で定めるものに
係るものを除く。以下この項において同じ。）について、
次に掲げる事項を定めたときは、前条の規定は、第一
号に掲げる範囲に属する派遣労働者の待遇については
適用しない。ただし、第二号、第四号若しくは第五号

　　契約の内容等

第26条　１～６（略）
７  労働者派遣の役務の提供を受けようとする者は、
第一項の規定により労働者派遣契約を締結するに
当たっては、あらかじめ、派遣元事業主に対し、
厚生労働省令で定めるところにより、当該労働者
派遣に係る派遣労働者が従事する業務ごとに、比
較対象労働者の賃金その他の待遇に関する情報そ
の他の厚生労働省令で定める情報を提供しなけれ
ばならない。

８  前項の「比較対象労働者」とは、当該労働者派遣の
役務の提供を受けようとする者に雇用される通常
の労働者であって、その業務の内容及び当該業務
に伴う責任の程度（以下「職務の内容」という。）並
びに当該職務の内容及び配置の変更の範囲が、当
該労働者派遣に係る派遣労働者と同一であると見
込まれるものその他の当該派遣労働者と待遇を比
較すべき労働者として厚生労働省令で定めるもの
をいう。

９  派遣元事業主は、労働者派遣の役務の提供を受け
ようとする者から第七項の規定による情報の提供
がないときは、当該者との間で、当該労働者派遣
に係る派遣労働者が従事する業務に係る労働者派
遣契約を締結してはならない。

10 派遣先は、第七項の情報に変更があったときは、
遅滞なく、厚生労働省令で定めるところにより、
派遣元事業主に対し、当該変更の内容に関する情
報を提供しなければならない。

11労働者派遣の役務の提供を受けようとする者及び
派遣先は、当該労働者派遣に関する料金の額につ
いて、派遣元事業主が、第三十条の四第一項の協
定に係る労働者派遣以外の労働者派遣にあっては
第三十条の三の規定、同項の協定に係る労働者派
遣にあっては同項第二号から第五号までに掲げる
事項に関する協定の定めを遵守することができる

参考資料１

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び
派遣労働者の保護等に関する法律（抄） 
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※施行は 2020 年４月１日

ければならない。

一  労働基準法第十五条第一項に規定する厚生労働
省令で定める事項及び前項第一号に掲げる事項
（厚生労働省令で定めるものを除く。）

二  前項第二号に掲げる措置の内容

４  派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者から求
めがあったときは、当該派遣労働者に対し、当該
派遣労働者と第二十六条第八項に規定する比較対
象労働者との間の待遇の相違の内容及び理由並び
に第三十条の三から第三十条の六までの規定によ
り措置を講ずべきこととされている事項に関する
決定をするに当たって考慮した事項を説明しなけ
ればならない。

５　派遣元事業主は、派遣労働者が前項の求めをした
ことを理由として、当該派遣労働者に対して解雇
その他不利益な取扱いをしてはならない。

　　適正な派遣就業の確保等

第40条
　派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労働
者から当該派遣就業に関し、苦情の申出を受けたとき
は、当該苦情の内容を当該派遣元事業主に通知すると
ともに、当該派遣元事業主との密接な連携の下に、誠
意をもって、遅滞なく、当該苦情の適切かつ迅速な処
理を図らなければならない。

２  派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労
働者について、当該派遣労働者を雇用する派遣元
事業主からの求めに応じ、当該派遣労働者が従事
する業務と同種の業務に従事するその雇用する労
働者が従事する業務の遂行に必要な能力を付与す
るための教育訓練については、当該派遣労働者が
当該業務に必要な能力を習得することができるよ
うにするため、当該派遣労働者が既に当該業務に
必要な能力を有している場合その他厚生労働省令
で定める場合を除き、当該派遣労働者に対しても、
これを実施する等必要な措置を講じなければなら
ない。

３  派遣先は、当該派遣先に雇用される労働者に対し
て利用の機会を与える福利厚生施設であって、業
務の円滑な遂行に資するものとして厚生労働省令
で定めるものについては、その指揮命令の下に労
働させる派遣労働者に対しても、利用の機会を与
えなければならない。

４  前三項に定めるもののほか、派遣先は、その指揮
命令の下に労働させる派遣労働者について、当該
派遣就業が適正かつ円滑に行われるようにするた
め、適切な就業環境の維持、診療所等の施設であっ
て現に当該派遣先に雇用される労働者が通常利用
しているもの（前項に規定する厚生労働省令で定め
る福利厚生施設を除く。）の利用に関する便宜の供
与等必要な措置を講ずるように配慮しなければな
らない。

５  派遣先は、第三十条の二、第三十条の三、第三十
条の四第一項及び第三十一条の二第四項の規定に
よる措置が適切に講じられるようにするため、派
遣元事業主の求めに応じ、当該派遣先に雇用され
る労働者に関する情報、当該派遣労働者の業務の
遂行の状況その他の情報であって当該措置に必要
なものを提供する等必要な協力をするように配慮
しなければならない。

（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該
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通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　



に掲げる事項であって当該協定で定めたものを遵守し
ていない場合又は第三号に関する当該協定の定めによ
る公正な評価に取り組んでいない場合は、この限りで
ない。

一  その待遇が当該協定で定めるところによること
とされる派遣労働者の範囲

二  前号に掲げる範囲に属する派遣労働者の賃金の
決定の方法（次のイ及びロ（通勤手当その他の
厚生労働省令で定めるものにあっては、イ）に
該当するものに限る。）
イ 派遣労働者が従事する業務と同種の業務に
従事する一般の労働者の平均的な賃金の額
として厚生労働省令で定めるものと同等以
上の賃金の額となるものであること。

ロ 派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、
能力又は経験その他の就業の実態に関する
事項の向上があつた場合に賃金が改善され
るものであること。

三  派遣元事業主は、前号に掲げる賃金の決定の方
法により賃金を決定するに当たっては、派遣労
働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又
は経験その他の就業の実態に関する事項を公正
に評価し、その賃金を決定すること。

四  第一号に掲げる範囲に属する派遣労働者の待遇
（賃金を除く。以下この号において同じ。）の決
定の方法（派遣労働者の待遇のそれぞれについ
て、当該待遇に対応する派遣元事業主に雇用さ
れる通常の労働者（派遣労働者を除く。）の待遇
との間において、当該派遣労働者及び通常の労
働者の職務の内容、当該職務の内容及び配置の
変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認
められるものを考慮して、不合理と認められる
相違が生じることとならないものに限る。）

五  派遣元事業主は、第一号に掲げる範囲に属する

派遣労働者に対して第三十条の二第一項の規定
による教育訓練を実施すること。

六  前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定
める事項

２  前項の協定を締結した派遣元事業主は、厚生労働
省令で定めるところにより、当該協定をその雇用
する労働者に周知しなければならない。

　　待遇に関する事項等の説明

第31条の2　（略）
２  派遣元事業主は、労働者を派遣労働者として雇い
入れようとするときは、あらかじめ、当該労働者
に対し、文書の交付その他厚生労働省令で定める
方法（次項において「文書の交付等」という。）により、
第一号に掲げる事項を明示するとともに、厚生労
働省令で定めるところにより、第二号に掲げる措
置の内容を説明しなければならない。

一  労働条件に関する事項のうち、労働基準法第
十五条第一項に規定する厚生労働省令で定め
る事項以外のものであって厚生労働省令で定
めるもの

二  第三十条の三、第三十条の四第一項及び第三十
条の五の規定により措置を講ずべきこととされ
ている事項（労働基準法第十五条第一項に規定
する厚生労働省令で定める事項及び前号に掲げ
る事項を除く。）に関し講ずることとしている措
置の内容

３  派遣元事業主は、労働者派遣（第三十条の四第一項
の協定に係るものを除く。）をしようとするときは、
あらかじめ、当該労働者派遣に係る派遣労働者に
対し、文書の交付等により、第一号に掲げる事項
を明示するとともに、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、第二号に掲げる措置の内容を説明しな

ものとなるように配慮しなければならない。

　　不合理な待遇の禁止等

第30条の３
　派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者の基本給、
賞与その他の待遇のそれぞれについて、当該待遇に対
応する派遣先に雇用される通常の労働者の待遇との間
において、当該派遣労働者及び通常の労働者の職務の
内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の
事情のうち、当該待遇の性質及び当該待遇を行う目的
に照らして適切と認められるものを考慮して、不合理
と認められる相違を設けてはならない。

２  派遣元事業主は、職務の内容が派遣先に雇用され
る通常の労働者と同一の派遣労働者であって、当
該労働者派遣契約及び当該派遣先における慣行そ
の他の事情からみて、当該派遣先における派遣就
業が終了するまでの全期間において、その職務の
内容及び配置が当該派遣先との雇用関係が終了す
るまでの全期間における当該通常の労働者の職務
の内容及び配置の変更の範囲と同一の範囲で変更
されることが見込まれるものについては、正当な
理由がなく、基本給、賞与その他の待遇のそれぞ
れについて、当該待遇に対応する当該通常の労働
者の待遇に比して不利なものとしてはならない。

第30条の４
　派遣元事業主は、厚生労働省令で定めるところによ
り、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合に
おいてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労
働組合がない場合においては労働者の過半数を代表す
る者との書面による協定により、その雇用する派遣労
働者の待遇（第四十条第二項の教育訓練、同条第三項
の福利厚生施設その他の厚生労働省令で定めるものに
係るものを除く。以下この項において同じ。）について、
次に掲げる事項を定めたときは、前条の規定は、第一
号に掲げる範囲に属する派遣労働者の待遇については
適用しない。ただし、第二号、第四号若しくは第五号

　　契約の内容等

第26条　１～６（略）
７  労働者派遣の役務の提供を受けようとする者は、
第一項の規定により労働者派遣契約を締結するに
当たっては、あらかじめ、派遣元事業主に対し、
厚生労働省令で定めるところにより、当該労働者
派遣に係る派遣労働者が従事する業務ごとに、比
較対象労働者の賃金その他の待遇に関する情報そ
の他の厚生労働省令で定める情報を提供しなけれ
ばならない。

８  前項の「比較対象労働者」とは、当該労働者派遣の
役務の提供を受けようとする者に雇用される通常
の労働者であって、その業務の内容及び当該業務
に伴う責任の程度（以下「職務の内容」という。）並
びに当該職務の内容及び配置の変更の範囲が、当
該労働者派遣に係る派遣労働者と同一であると見
込まれるものその他の当該派遣労働者と待遇を比
較すべき労働者として厚生労働省令で定めるもの
をいう。

９  派遣元事業主は、労働者派遣の役務の提供を受け
ようとする者から第七項の規定による情報の提供
がないときは、当該者との間で、当該労働者派遣
に係る派遣労働者が従事する業務に係る労働者派
遣契約を締結してはならない。

10 派遣先は、第七項の情報に変更があったときは、
遅滞なく、厚生労働省令で定めるところにより、
派遣元事業主に対し、当該変更の内容に関する情
報を提供しなければならない。

11労働者派遣の役務の提供を受けようとする者及び
派遣先は、当該労働者派遣に関する料金の額につ
いて、派遣元事業主が、第三十条の四第一項の協
定に係る労働者派遣以外の労働者派遣にあっては
第三十条の三の規定、同項の協定に係る労働者派
遣にあっては同項第二号から第五号までに掲げる
事項に関する協定の定めを遵守することができる
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ければならない。

一  労働基準法第十五条第一項に規定する厚生労働
省令で定める事項及び前項第一号に掲げる事項
（厚生労働省令で定めるものを除く。）

二  前項第二号に掲げる措置の内容

４  派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者から求
めがあったときは、当該派遣労働者に対し、当該
派遣労働者と第二十六条第八項に規定する比較対
象労働者との間の待遇の相違の内容及び理由並び
に第三十条の三から第三十条の六までの規定によ
り措置を講ずべきこととされている事項に関する
決定をするに当たって考慮した事項を説明しなけ
ればならない。

５　派遣元事業主は、派遣労働者が前項の求めをした
ことを理由として、当該派遣労働者に対して解雇
その他不利益な取扱いをしてはならない。

　　適正な派遣就業の確保等

第40条
　派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労働
者から当該派遣就業に関し、苦情の申出を受けたとき
は、当該苦情の内容を当該派遣元事業主に通知すると
ともに、当該派遣元事業主との密接な連携の下に、誠
意をもって、遅滞なく、当該苦情の適切かつ迅速な処
理を図らなければならない。

２  派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労
働者について、当該派遣労働者を雇用する派遣元
事業主からの求めに応じ、当該派遣労働者が従事
する業務と同種の業務に従事するその雇用する労
働者が従事する業務の遂行に必要な能力を付与す
るための教育訓練については、当該派遣労働者が
当該業務に必要な能力を習得することができるよ
うにするため、当該派遣労働者が既に当該業務に
必要な能力を有している場合その他厚生労働省令
で定める場合を除き、当該派遣労働者に対しても、
これを実施する等必要な措置を講じなければなら
ない。

３  派遣先は、当該派遣先に雇用される労働者に対し
て利用の機会を与える福利厚生施設であって、業
務の円滑な遂行に資するものとして厚生労働省令
で定めるものについては、その指揮命令の下に労
働させる派遣労働者に対しても、利用の機会を与
えなければならない。

４  前三項に定めるもののほか、派遣先は、その指揮
命令の下に労働させる派遣労働者について、当該
派遣就業が適正かつ円滑に行われるようにするた
め、適切な就業環境の維持、診療所等の施設であっ
て現に当該派遣先に雇用される労働者が通常利用
しているもの（前項に規定する厚生労働省令で定め
る福利厚生施設を除く。）の利用に関する便宜の供
与等必要な措置を講ずるように配慮しなければな
らない。

５  派遣先は、第三十条の二、第三十条の三、第三十
条の四第一項及び第三十一条の二第四項の規定に
よる措置が適切に講じられるようにするため、派
遣元事業主の求めに応じ、当該派遣先に雇用され
る労働者に関する情報、当該派遣労働者の業務の
遂行の状況その他の情報であって当該措置に必要
なものを提供する等必要な協力をするように配慮
しなければならない。

（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該
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通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　



に掲げる事項であって当該協定で定めたものを遵守し
ていない場合又は第三号に関する当該協定の定めによ
る公正な評価に取り組んでいない場合は、この限りで
ない。

一  その待遇が当該協定で定めるところによること
とされる派遣労働者の範囲

二  前号に掲げる範囲に属する派遣労働者の賃金の
決定の方法（次のイ及びロ（通勤手当その他の
厚生労働省令で定めるものにあっては、イ）に
該当するものに限る。）
イ 派遣労働者が従事する業務と同種の業務に
従事する一般の労働者の平均的な賃金の額
として厚生労働省令で定めるものと同等以
上の賃金の額となるものであること。

ロ 派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、
能力又は経験その他の就業の実態に関する
事項の向上があつた場合に賃金が改善され
るものであること。

三  派遣元事業主は、前号に掲げる賃金の決定の方
法により賃金を決定するに当たっては、派遣労
働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又
は経験その他の就業の実態に関する事項を公正
に評価し、その賃金を決定すること。

四  第一号に掲げる範囲に属する派遣労働者の待遇
（賃金を除く。以下この号において同じ。）の決
定の方法（派遣労働者の待遇のそれぞれについ
て、当該待遇に対応する派遣元事業主に雇用さ
れる通常の労働者（派遣労働者を除く。）の待遇
との間において、当該派遣労働者及び通常の労
働者の職務の内容、当該職務の内容及び配置の
変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認
められるものを考慮して、不合理と認められる
相違が生じることとならないものに限る。）

五  派遣元事業主は、第一号に掲げる範囲に属する

派遣労働者に対して第三十条の二第一項の規定
による教育訓練を実施すること。

六  前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定
める事項

２  前項の協定を締結した派遣元事業主は、厚生労働
省令で定めるところにより、当該協定をその雇用
する労働者に周知しなければならない。

　　待遇に関する事項等の説明

第31条の2　（略）
２  派遣元事業主は、労働者を派遣労働者として雇い
入れようとするときは、あらかじめ、当該労働者
に対し、文書の交付その他厚生労働省令で定める
方法（次項において「文書の交付等」という。）により、
第一号に掲げる事項を明示するとともに、厚生労
働省令で定めるところにより、第二号に掲げる措
置の内容を説明しなければならない。

一  労働条件に関する事項のうち、労働基準法第
十五条第一項に規定する厚生労働省令で定め
る事項以外のものであって厚生労働省令で定
めるもの

二  第三十条の三、第三十条の四第一項及び第三十
条の五の規定により措置を講ずべきこととされ
ている事項（労働基準法第十五条第一項に規定
する厚生労働省令で定める事項及び前号に掲げ
る事項を除く。）に関し講ずることとしている措
置の内容

３  派遣元事業主は、労働者派遣（第三十条の四第一項
の協定に係るものを除く。）をしようとするときは、
あらかじめ、当該労働者派遣に係る派遣労働者に
対し、文書の交付等により、第一号に掲げる事項
を明示するとともに、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、第二号に掲げる措置の内容を説明しな

ものとなるように配慮しなければならない。

　　不合理な待遇の禁止等

第30条の３
　派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者の基本給、
賞与その他の待遇のそれぞれについて、当該待遇に対
応する派遣先に雇用される通常の労働者の待遇との間
において、当該派遣労働者及び通常の労働者の職務の
内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の
事情のうち、当該待遇の性質及び当該待遇を行う目的
に照らして適切と認められるものを考慮して、不合理
と認められる相違を設けてはならない。

２  派遣元事業主は、職務の内容が派遣先に雇用され
る通常の労働者と同一の派遣労働者であって、当
該労働者派遣契約及び当該派遣先における慣行そ
の他の事情からみて、当該派遣先における派遣就
業が終了するまでの全期間において、その職務の
内容及び配置が当該派遣先との雇用関係が終了す
るまでの全期間における当該通常の労働者の職務
の内容及び配置の変更の範囲と同一の範囲で変更
されることが見込まれるものについては、正当な
理由がなく、基本給、賞与その他の待遇のそれぞ
れについて、当該待遇に対応する当該通常の労働
者の待遇に比して不利なものとしてはならない。

第30条の４
　派遣元事業主は、厚生労働省令で定めるところによ
り、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合に
おいてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労
働組合がない場合においては労働者の過半数を代表す
る者との書面による協定により、その雇用する派遣労
働者の待遇（第四十条第二項の教育訓練、同条第三項
の福利厚生施設その他の厚生労働省令で定めるものに
係るものを除く。以下この項において同じ。）について、
次に掲げる事項を定めたときは、前条の規定は、第一
号に掲げる範囲に属する派遣労働者の待遇については
適用しない。ただし、第二号、第四号若しくは第五号

　　契約の内容等

第26条　１～６（略）
７  労働者派遣の役務の提供を受けようとする者は、
第一項の規定により労働者派遣契約を締結するに
当たっては、あらかじめ、派遣元事業主に対し、
厚生労働省令で定めるところにより、当該労働者
派遣に係る派遣労働者が従事する業務ごとに、比
較対象労働者の賃金その他の待遇に関する情報そ
の他の厚生労働省令で定める情報を提供しなけれ
ばならない。

８  前項の「比較対象労働者」とは、当該労働者派遣の
役務の提供を受けようとする者に雇用される通常
の労働者であって、その業務の内容及び当該業務
に伴う責任の程度（以下「職務の内容」という。）並
びに当該職務の内容及び配置の変更の範囲が、当
該労働者派遣に係る派遣労働者と同一であると見
込まれるものその他の当該派遣労働者と待遇を比
較すべき労働者として厚生労働省令で定めるもの
をいう。

９  派遣元事業主は、労働者派遣の役務の提供を受け
ようとする者から第七項の規定による情報の提供
がないときは、当該者との間で、当該労働者派遣
に係る派遣労働者が従事する業務に係る労働者派
遣契約を締結してはならない。

10 派遣先は、第七項の情報に変更があったときは、
遅滞なく、厚生労働省令で定めるところにより、
派遣元事業主に対し、当該変更の内容に関する情
報を提供しなければならない。

11労働者派遣の役務の提供を受けようとする者及び
派遣先は、当該労働者派遣に関する料金の額につ
いて、派遣元事業主が、第三十条の四第一項の協
定に係る労働者派遣以外の労働者派遣にあっては
第三十条の三の規定、同項の協定に係る労働者派
遣にあっては同項第二号から第五号までに掲げる
事項に関する協定の定めを遵守することができる

ければならない。

一  労働基準法第十五条第一項に規定する厚生労働
省令で定める事項及び前項第一号に掲げる事項
（厚生労働省令で定めるものを除く。）

二  前項第二号に掲げる措置の内容

４  派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者から求
めがあったときは、当該派遣労働者に対し、当該
派遣労働者と第二十六条第八項に規定する比較対
象労働者との間の待遇の相違の内容及び理由並び
に第三十条の三から第三十条の六までの規定によ
り措置を講ずべきこととされている事項に関する
決定をするに当たって考慮した事項を説明しなけ
ればならない。

５　派遣元事業主は、派遣労働者が前項の求めをした
ことを理由として、当該派遣労働者に対して解雇
その他不利益な取扱いをしてはならない。

　　適正な派遣就業の確保等

第40条
　派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労働
者から当該派遣就業に関し、苦情の申出を受けたとき
は、当該苦情の内容を当該派遣元事業主に通知すると
ともに、当該派遣元事業主との密接な連携の下に、誠
意をもって、遅滞なく、当該苦情の適切かつ迅速な処
理を図らなければならない。

２  派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労
働者について、当該派遣労働者を雇用する派遣元
事業主からの求めに応じ、当該派遣労働者が従事
する業務と同種の業務に従事するその雇用する労
働者が従事する業務の遂行に必要な能力を付与す
るための教育訓練については、当該派遣労働者が
当該業務に必要な能力を習得することができるよ
うにするため、当該派遣労働者が既に当該業務に
必要な能力を有している場合その他厚生労働省令
で定める場合を除き、当該派遣労働者に対しても、
これを実施する等必要な措置を講じなければなら
ない。

３  派遣先は、当該派遣先に雇用される労働者に対し
て利用の機会を与える福利厚生施設であって、業
務の円滑な遂行に資するものとして厚生労働省令
で定めるものについては、その指揮命令の下に労
働させる派遣労働者に対しても、利用の機会を与
えなければならない。

４  前三項に定めるもののほか、派遣先は、その指揮
命令の下に労働させる派遣労働者について、当該
派遣就業が適正かつ円滑に行われるようにするた
め、適切な就業環境の維持、診療所等の施設であっ
て現に当該派遣先に雇用される労働者が通常利用
しているもの（前項に規定する厚生労働省令で定め
る福利厚生施設を除く。）の利用に関する便宜の供
与等必要な措置を講ずるように配慮しなければな
らない。

５  派遣先は、第三十条の二、第三十条の三、第三十
条の四第一項及び第三十一条の二第四項の規定に
よる措置が適切に講じられるようにするため、派
遣元事業主の求めに応じ、当該派遣先に雇用され
る労働者に関する情報、当該派遣労働者の業務の
遂行の状況その他の情報であって当該措置に必要
なものを提供する等必要な協力をするように配慮
しなければならない。

参考資料 2

短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する
不合理な待遇の禁止等に関する指針
（平成30年厚生労働省告示第430号）

　この指針は、短時間労働者及び有期雇用労働者の雇
用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第76号。
以下「短時間・有期雇用労働法」という。）第８条及び第
９条並びに労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88
号。以下「労働者派遣法」という。）第30条の３及び第
30条の４に定める事項に関し、雇用形態又は就業形
態に関わらない公正な待遇を確保し、我が国が目指す
同一労働同一賃金の実現に向けて定めるものである。
　我が国が目指す同一労働同一賃金は、同一の事業主
に雇用される通常の労働者と短時間・有期雇用労働者
との間の不合理と認められる待遇の相違及び差別的取
扱いの解消並びに派遣先に雇用される通常の労働者と
派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違及
び差別的取扱いの解消（協定対象派遣労働者にあって
は、当該協定対象派遣労働者の待遇が労働者派遣法第
30条の４第１項の協定により決定された事項に沿っ
た運用がなされていること）を目指すものである。
　もとより賃金等の待遇は労使の話合いによって決定
されることが基本である。しかし、我が国においては、
通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働
者との間には、欧州と比較して大きな待遇の相違があ
る。政府としては、この問題への対処に当たり、同一
労働同一賃金の考え方が広く普及しているといわれる
欧州の制度の実態も参考としながら政策の方向性等を
検証した結果、それぞれの国の労働市場全体の構造に
応じた政策とすることが重要であるとの示唆を得た。
　我が国においては、基本給をはじめ、賃金制度の決
まり方には様々な要素が組み合わされている場合も多
いため、まずは、各事業主において、職務の内容や職
務に必要な能力等の内容を明確化するとともに、その
職務の内容や職務に必要な能力等の内容と賃金等の待
遇との関係を含めた待遇の体系全体を、短時間・有期
雇用労働者及び派遣労働者を含む労使の話合いによっ
て確認し、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者を
含む労使で共有することが肝要である。また、派遣労

第１ 目 的

　この指針は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働
者及び派遣労働者との間に待遇の相違が存在する場合
に、いかなる待遇の相違が不合理と認められるもので
あり、いかなる待遇の相違が不合理と認められるもの
でないのか等の原則となる考え方及び具体例を示した
ものである。事業主が、第３から第５までに記載され
た原則となる考え方等に反した場合、当該待遇の相違
が不合理と認められる等の可能性がある。なお、この

第 2 基本的な考え方

指針に原則となる考え方が示されていない退職手当、
住宅手当、家族手当等の待遇や、具体例に該当しない
場合についても、不合理と認められる待遇の相違の解
消等が求められる。このため、各事業主において、労
使により、個別具体の事情に応じて待遇の体系につい
て議論していくことが望まれる。
　なお、短時間・有期雇用労働法第８条及び第９条並
びに労働者派遣法第30条の３及び第30条の４の規
定は、雇用管理区分が複数ある場合であっても、通常
の労働者のそれぞれと短時間・有期雇用労働者及び派
遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違の解
消等を求めるものである。このため、事業主が、雇用
管理区分を新たに設け、当該雇用管理区分に属する通
常の労働者の待遇の水準を他の通常の労働者よりも低
く設定したとしても、当該他の通常の労働者と短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者との間でも不合理と認
められる待遇の相違の解消等を行う必要がある。また、
事業主は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及
び派遣労働者との間で職務の内容等を分離した場合で
あっても、当該通常の労働者と短時間・有期雇用労働
者及び派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の
相違の解消等を行う必要がある。
　さらに、短時間・有期雇用労働法及び労働者派遣法に
基づく通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣
労働者との間の不合理と認められる待遇の相違の解消
等の目的は、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者の
待遇の改善である。事業主が、通常の労働者と短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不合理と認め
られる待遇の相違の解消等に対応するため、就業規則
を変更することにより、その雇用する労働者の労働条
件を不利益に変更する場合、労働契約法（平成19年法
律第128号）第９条の規定に基づき、原則として、労
働者と合意する必要がある。また、労働者と合意する
ことなく、就業規則の変更により労働条件を労働者の
不利益に変更する場合、当該変更は、同法第10条の
規定に基づき、当該変更に係る事情に照らして合理的
なものである必要がある。ただし、短時間・有期雇用労
働法及び労働者派遣法に基づく通常の労働者と短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不合理と認め
られる待遇の相違の解消等の目的に鑑みれば、事業主
が通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働
者との間の不合理と認められる待遇の相違の解消等を
行うに当たっては、基本的に、労使で合意することな
く通常の労働者の待遇を引き下げることは、望ましい
対応とはいえないことに留意すべきである。

　加えて、短時間・有期雇用労働法第８条及び第９条
並びに労働者派遣法第30条の３及び第30条の４の
規定は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び
派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違等
を対象とするものであり、この指針は、当該通常の労
働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間
に実際に待遇の相違が存在する場合に参照されること
を目的としている。このため、そもそも客観的にみて
待遇の相違が存在しない場合については、この指針の
対象ではない。

（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該
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働者については、雇用関係にある派遣元事業主と指揮
命令関係にある派遣先とが存在するという特殊性があ
り、これらの関係者が不合理と認められる待遇の相違
の解消等に向けて認識を共有することが求められる。
　今後、各事業主が職務の内容や職務に必要な能力等
の内容の明確化及びその公正な評価を実施し、それに
基づく待遇の体系を、労使の話合いにより、可能な限
り速やかに、かつ、計画的に構築していくことが望ま
しい。
　通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労
働者との間の不合理と認められる待遇の相違の解消等
に向けては、賃金のみならず、福利厚生、キャリア形成、
職業能力の開発及び向上等を含めた取組が必要であり、
特に、職業能力の開発及び向上の機会の拡大は、短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者の職業に必要な技能及
び知識の蓄積により、それに対応した職務の高度化や
通常の労働者への転換を見据えたキャリアパスの構築
等と併せて、生産性の向上と短時間・有期雇用労働者
及び派遣労働者の待遇の改善につながるため、重要で
あることに留意すべきである。
　このような通常の労働者と短時間・有期雇用労働者
及び派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相
違の解消等の取組を通じて、労働者がどのような雇用
形態及び就業形態を選択しても納得できる待遇を受け
られ、多様な働き方を自由に選択できるようにし、我
が国から「非正規」という言葉を一掃することを目指す。

参考資料２　短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針

通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　



に掲げる事項であって当該協定で定めたものを遵守し
ていない場合又は第三号に関する当該協定の定めによ
る公正な評価に取り組んでいない場合は、この限りで
ない。

一  その待遇が当該協定で定めるところによること
とされる派遣労働者の範囲

二  前号に掲げる範囲に属する派遣労働者の賃金の
決定の方法（次のイ及びロ（通勤手当その他の
厚生労働省令で定めるものにあっては、イ）に
該当するものに限る。）
イ 派遣労働者が従事する業務と同種の業務に
従事する一般の労働者の平均的な賃金の額
として厚生労働省令で定めるものと同等以
上の賃金の額となるものであること。

ロ 派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、
能力又は経験その他の就業の実態に関する
事項の向上があつた場合に賃金が改善され
るものであること。

三  派遣元事業主は、前号に掲げる賃金の決定の方
法により賃金を決定するに当たっては、派遣労
働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又
は経験その他の就業の実態に関する事項を公正
に評価し、その賃金を決定すること。

四  第一号に掲げる範囲に属する派遣労働者の待遇
（賃金を除く。以下この号において同じ。）の決
定の方法（派遣労働者の待遇のそれぞれについ
て、当該待遇に対応する派遣元事業主に雇用さ
れる通常の労働者（派遣労働者を除く。）の待遇
との間において、当該派遣労働者及び通常の労
働者の職務の内容、当該職務の内容及び配置の
変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認
められるものを考慮して、不合理と認められる
相違が生じることとならないものに限る。）

五  派遣元事業主は、第一号に掲げる範囲に属する

派遣労働者に対して第三十条の二第一項の規定
による教育訓練を実施すること。

六  前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定
める事項

２  前項の協定を締結した派遣元事業主は、厚生労働
省令で定めるところにより、当該協定をその雇用
する労働者に周知しなければならない。

　　待遇に関する事項等の説明

第31条の2　（略）
２  派遣元事業主は、労働者を派遣労働者として雇い
入れようとするときは、あらかじめ、当該労働者
に対し、文書の交付その他厚生労働省令で定める
方法（次項において「文書の交付等」という。）により、
第一号に掲げる事項を明示するとともに、厚生労
働省令で定めるところにより、第二号に掲げる措
置の内容を説明しなければならない。

一  労働条件に関する事項のうち、労働基準法第
十五条第一項に規定する厚生労働省令で定め
る事項以外のものであって厚生労働省令で定
めるもの

二  第三十条の三、第三十条の四第一項及び第三十
条の五の規定により措置を講ずべきこととされ
ている事項（労働基準法第十五条第一項に規定
する厚生労働省令で定める事項及び前号に掲げ
る事項を除く。）に関し講ずることとしている措
置の内容

３  派遣元事業主は、労働者派遣（第三十条の四第一項
の協定に係るものを除く。）をしようとするときは、
あらかじめ、当該労働者派遣に係る派遣労働者に
対し、文書の交付等により、第一号に掲げる事項
を明示するとともに、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、第二号に掲げる措置の内容を説明しな

ものとなるように配慮しなければならない。

　　不合理な待遇の禁止等

第30条の３
　派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者の基本給、
賞与その他の待遇のそれぞれについて、当該待遇に対
応する派遣先に雇用される通常の労働者の待遇との間
において、当該派遣労働者及び通常の労働者の職務の
内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の
事情のうち、当該待遇の性質及び当該待遇を行う目的
に照らして適切と認められるものを考慮して、不合理
と認められる相違を設けてはならない。

２  派遣元事業主は、職務の内容が派遣先に雇用され
る通常の労働者と同一の派遣労働者であって、当
該労働者派遣契約及び当該派遣先における慣行そ
の他の事情からみて、当該派遣先における派遣就
業が終了するまでの全期間において、その職務の
内容及び配置が当該派遣先との雇用関係が終了す
るまでの全期間における当該通常の労働者の職務
の内容及び配置の変更の範囲と同一の範囲で変更
されることが見込まれるものについては、正当な
理由がなく、基本給、賞与その他の待遇のそれぞ
れについて、当該待遇に対応する当該通常の労働
者の待遇に比して不利なものとしてはならない。

第30条の４
　派遣元事業主は、厚生労働省令で定めるところによ
り、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合に
おいてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労
働組合がない場合においては労働者の過半数を代表す
る者との書面による協定により、その雇用する派遣労
働者の待遇（第四十条第二項の教育訓練、同条第三項
の福利厚生施設その他の厚生労働省令で定めるものに
係るものを除く。以下この項において同じ。）について、
次に掲げる事項を定めたときは、前条の規定は、第一
号に掲げる範囲に属する派遣労働者の待遇については
適用しない。ただし、第二号、第四号若しくは第五号

　　契約の内容等

第26条　１～６（略）
７  労働者派遣の役務の提供を受けようとする者は、
第一項の規定により労働者派遣契約を締結するに
当たっては、あらかじめ、派遣元事業主に対し、
厚生労働省令で定めるところにより、当該労働者
派遣に係る派遣労働者が従事する業務ごとに、比
較対象労働者の賃金その他の待遇に関する情報そ
の他の厚生労働省令で定める情報を提供しなけれ
ばならない。

８  前項の「比較対象労働者」とは、当該労働者派遣の
役務の提供を受けようとする者に雇用される通常
の労働者であって、その業務の内容及び当該業務
に伴う責任の程度（以下「職務の内容」という。）並
びに当該職務の内容及び配置の変更の範囲が、当
該労働者派遣に係る派遣労働者と同一であると見
込まれるものその他の当該派遣労働者と待遇を比
較すべき労働者として厚生労働省令で定めるもの
をいう。

９  派遣元事業主は、労働者派遣の役務の提供を受け
ようとする者から第七項の規定による情報の提供
がないときは、当該者との間で、当該労働者派遣
に係る派遣労働者が従事する業務に係る労働者派
遣契約を締結してはならない。

10 派遣先は、第七項の情報に変更があったときは、
遅滞なく、厚生労働省令で定めるところにより、
派遣元事業主に対し、当該変更の内容に関する情
報を提供しなければならない。

11労働者派遣の役務の提供を受けようとする者及び
派遣先は、当該労働者派遣に関する料金の額につ
いて、派遣元事業主が、第三十条の四第一項の協
定に係る労働者派遣以外の労働者派遣にあっては
第三十条の三の規定、同項の協定に係る労働者派
遣にあっては同項第二号から第五号までに掲げる
事項に関する協定の定めを遵守することができる

ければならない。

一  労働基準法第十五条第一項に規定する厚生労働
省令で定める事項及び前項第一号に掲げる事項
（厚生労働省令で定めるものを除く。）

二  前項第二号に掲げる措置の内容

４  派遣元事業主は、その雇用する派遣労働者から求
めがあったときは、当該派遣労働者に対し、当該
派遣労働者と第二十六条第八項に規定する比較対
象労働者との間の待遇の相違の内容及び理由並び
に第三十条の三から第三十条の六までの規定によ
り措置を講ずべきこととされている事項に関する
決定をするに当たって考慮した事項を説明しなけ
ればならない。

５　派遣元事業主は、派遣労働者が前項の求めをした
ことを理由として、当該派遣労働者に対して解雇
その他不利益な取扱いをしてはならない。

　　適正な派遣就業の確保等

第40条
　派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労働
者から当該派遣就業に関し、苦情の申出を受けたとき
は、当該苦情の内容を当該派遣元事業主に通知すると
ともに、当該派遣元事業主との密接な連携の下に、誠
意をもって、遅滞なく、当該苦情の適切かつ迅速な処
理を図らなければならない。

２  派遣先は、その指揮命令の下に労働させる派遣労
働者について、当該派遣労働者を雇用する派遣元
事業主からの求めに応じ、当該派遣労働者が従事
する業務と同種の業務に従事するその雇用する労
働者が従事する業務の遂行に必要な能力を付与す
るための教育訓練については、当該派遣労働者が
当該業務に必要な能力を習得することができるよ
うにするため、当該派遣労働者が既に当該業務に
必要な能力を有している場合その他厚生労働省令
で定める場合を除き、当該派遣労働者に対しても、
これを実施する等必要な措置を講じなければなら
ない。

３  派遣先は、当該派遣先に雇用される労働者に対し
て利用の機会を与える福利厚生施設であって、業
務の円滑な遂行に資するものとして厚生労働省令
で定めるものについては、その指揮命令の下に労
働させる派遣労働者に対しても、利用の機会を与
えなければならない。

４  前三項に定めるもののほか、派遣先は、その指揮
命令の下に労働させる派遣労働者について、当該
派遣就業が適正かつ円滑に行われるようにするた
め、適切な就業環境の維持、診療所等の施設であっ
て現に当該派遣先に雇用される労働者が通常利用
しているもの（前項に規定する厚生労働省令で定め
る福利厚生施設を除く。）の利用に関する便宜の供
与等必要な措置を講ずるように配慮しなければな
らない。

５  派遣先は、第三十条の二、第三十条の三、第三十
条の四第一項及び第三十一条の二第四項の規定に
よる措置が適切に講じられるようにするため、派
遣元事業主の求めに応じ、当該派遣先に雇用され
る労働者に関する情報、当該派遣労働者の業務の
遂行の状況その他の情報であって当該措置に必要
なものを提供する等必要な協力をするように配慮
しなければならない。

参考資料 2

短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する
不合理な待遇の禁止等に関する指針
（平成30年厚生労働省告示第430号）

　この指針は、短時間労働者及び有期雇用労働者の雇
用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第76号。
以下「短時間・有期雇用労働法」という。）第８条及び第
９条並びに労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88
号。以下「労働者派遣法」という。）第30条の３及び第
30条の４に定める事項に関し、雇用形態又は就業形
態に関わらない公正な待遇を確保し、我が国が目指す
同一労働同一賃金の実現に向けて定めるものである。
　我が国が目指す同一労働同一賃金は、同一の事業主
に雇用される通常の労働者と短時間・有期雇用労働者
との間の不合理と認められる待遇の相違及び差別的取
扱いの解消並びに派遣先に雇用される通常の労働者と
派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違及
び差別的取扱いの解消（協定対象派遣労働者にあって
は、当該協定対象派遣労働者の待遇が労働者派遣法第
30条の４第１項の協定により決定された事項に沿っ
た運用がなされていること）を目指すものである。
　もとより賃金等の待遇は労使の話合いによって決定
されることが基本である。しかし、我が国においては、
通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働
者との間には、欧州と比較して大きな待遇の相違があ
る。政府としては、この問題への対処に当たり、同一
労働同一賃金の考え方が広く普及しているといわれる
欧州の制度の実態も参考としながら政策の方向性等を
検証した結果、それぞれの国の労働市場全体の構造に
応じた政策とすることが重要であるとの示唆を得た。
　我が国においては、基本給をはじめ、賃金制度の決
まり方には様々な要素が組み合わされている場合も多
いため、まずは、各事業主において、職務の内容や職
務に必要な能力等の内容を明確化するとともに、その
職務の内容や職務に必要な能力等の内容と賃金等の待
遇との関係を含めた待遇の体系全体を、短時間・有期
雇用労働者及び派遣労働者を含む労使の話合いによっ
て確認し、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者を
含む労使で共有することが肝要である。また、派遣労

第１ 目 的

　この指針は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働
者及び派遣労働者との間に待遇の相違が存在する場合
に、いかなる待遇の相違が不合理と認められるもので
あり、いかなる待遇の相違が不合理と認められるもの
でないのか等の原則となる考え方及び具体例を示した
ものである。事業主が、第３から第５までに記載され
た原則となる考え方等に反した場合、当該待遇の相違
が不合理と認められる等の可能性がある。なお、この

第 2 基本的な考え方

指針に原則となる考え方が示されていない退職手当、
住宅手当、家族手当等の待遇や、具体例に該当しない
場合についても、不合理と認められる待遇の相違の解
消等が求められる。このため、各事業主において、労
使により、個別具体の事情に応じて待遇の体系につい
て議論していくことが望まれる。
　なお、短時間・有期雇用労働法第８条及び第９条並
びに労働者派遣法第30条の３及び第30条の４の規
定は、雇用管理区分が複数ある場合であっても、通常
の労働者のそれぞれと短時間・有期雇用労働者及び派
遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違の解
消等を求めるものである。このため、事業主が、雇用
管理区分を新たに設け、当該雇用管理区分に属する通
常の労働者の待遇の水準を他の通常の労働者よりも低
く設定したとしても、当該他の通常の労働者と短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者との間でも不合理と認
められる待遇の相違の解消等を行う必要がある。また、
事業主は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及
び派遣労働者との間で職務の内容等を分離した場合で
あっても、当該通常の労働者と短時間・有期雇用労働
者及び派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の
相違の解消等を行う必要がある。
　さらに、短時間・有期雇用労働法及び労働者派遣法に
基づく通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣
労働者との間の不合理と認められる待遇の相違の解消
等の目的は、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者の
待遇の改善である。事業主が、通常の労働者と短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不合理と認め
られる待遇の相違の解消等に対応するため、就業規則
を変更することにより、その雇用する労働者の労働条
件を不利益に変更する場合、労働契約法（平成19年法
律第128号）第９条の規定に基づき、原則として、労
働者と合意する必要がある。また、労働者と合意する
ことなく、就業規則の変更により労働条件を労働者の
不利益に変更する場合、当該変更は、同法第10条の
規定に基づき、当該変更に係る事情に照らして合理的
なものである必要がある。ただし、短時間・有期雇用労
働法及び労働者派遣法に基づく通常の労働者と短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不合理と認め
られる待遇の相違の解消等の目的に鑑みれば、事業主
が通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働
者との間の不合理と認められる待遇の相違の解消等を
行うに当たっては、基本的に、労使で合意することな
く通常の労働者の待遇を引き下げることは、望ましい
対応とはいえないことに留意すべきである。

　加えて、短時間・有期雇用労働法第８条及び第９条
並びに労働者派遣法第30条の３及び第30条の４の
規定は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び
派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違等
を対象とするものであり、この指針は、当該通常の労
働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間
に実際に待遇の相違が存在する場合に参照されること
を目的としている。このため、そもそも客観的にみて
待遇の相違が存在しない場合については、この指針の
対象ではない。

（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該
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働者については、雇用関係にある派遣元事業主と指揮
命令関係にある派遣先とが存在するという特殊性があ
り、これらの関係者が不合理と認められる待遇の相違
の解消等に向けて認識を共有することが求められる。
　今後、各事業主が職務の内容や職務に必要な能力等
の内容の明確化及びその公正な評価を実施し、それに
基づく待遇の体系を、労使の話合いにより、可能な限
り速やかに、かつ、計画的に構築していくことが望ま
しい。
　通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労
働者との間の不合理と認められる待遇の相違の解消等
に向けては、賃金のみならず、福利厚生、キャリア形成、
職業能力の開発及び向上等を含めた取組が必要であり、
特に、職業能力の開発及び向上の機会の拡大は、短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者の職業に必要な技能及
び知識の蓄積により、それに対応した職務の高度化や
通常の労働者への転換を見据えたキャリアパスの構築
等と併せて、生産性の向上と短時間・有期雇用労働者
及び派遣労働者の待遇の改善につながるため、重要で
あることに留意すべきである。
　このような通常の労働者と短時間・有期雇用労働者
及び派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相
違の解消等の取組を通じて、労働者がどのような雇用
形態及び就業形態を選択しても納得できる待遇を受け
られ、多様な働き方を自由に選択できるようにし、我
が国から「非正規」という言葉を一掃することを目指す。

参考資料２　短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針

通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　



　この指針は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働
者及び派遣労働者との間に待遇の相違が存在する場合
に、いかなる待遇の相違が不合理と認められるもので
あり、いかなる待遇の相違が不合理と認められるもの
でないのか等の原則となる考え方及び具体例を示した
ものである。事業主が、第３から第５までに記載され
た原則となる考え方等に反した場合、当該待遇の相違
が不合理と認められる等の可能性がある。なお、この

指針に原則となる考え方が示されていない退職手当、
住宅手当、家族手当等の待遇や、具体例に該当しない
場合についても、不合理と認められる待遇の相違の解
消等が求められる。このため、各事業主において、労
使により、個別具体の事情に応じて待遇の体系につい
て議論していくことが望まれる。
　なお、短時間・有期雇用労働法第８条及び第９条並
びに労働者派遣法第30条の３及び第30条の４の規
定は、雇用管理区分が複数ある場合であっても、通常
の労働者のそれぞれと短時間・有期雇用労働者及び派
遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違の解
消等を求めるものである。このため、事業主が、雇用
管理区分を新たに設け、当該雇用管理区分に属する通
常の労働者の待遇の水準を他の通常の労働者よりも低
く設定したとしても、当該他の通常の労働者と短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者との間でも不合理と認
められる待遇の相違の解消等を行う必要がある。また、
事業主は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及
び派遣労働者との間で職務の内容等を分離した場合で
あっても、当該通常の労働者と短時間・有期雇用労働
者及び派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の
相違の解消等を行う必要がある。
　さらに、短時間・有期雇用労働法及び労働者派遣法に
基づく通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣
労働者との間の不合理と認められる待遇の相違の解消
等の目的は、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者の
待遇の改善である。事業主が、通常の労働者と短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不合理と認め
られる待遇の相違の解消等に対応するため、就業規則
を変更することにより、その雇用する労働者の労働条
件を不利益に変更する場合、労働契約法（平成19年法
律第128号）第９条の規定に基づき、原則として、労
働者と合意する必要がある。また、労働者と合意する
ことなく、就業規則の変更により労働条件を労働者の
不利益に変更する場合、当該変更は、同法第10条の
規定に基づき、当該変更に係る事情に照らして合理的
なものである必要がある。ただし、短時間・有期雇用労
働法及び労働者派遣法に基づく通常の労働者と短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不合理と認め
られる待遇の相違の解消等の目的に鑑みれば、事業主
が通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働
者との間の不合理と認められる待遇の相違の解消等を
行うに当たっては、基本的に、労使で合意することな
く通常の労働者の待遇を引き下げることは、望ましい
対応とはいえないことに留意すべきである。

　加えて、短時間・有期雇用労働法第８条及び第９条
並びに労働者派遣法第30条の３及び第30条の４の
規定は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び
派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違等
を対象とするものであり、この指針は、当該通常の労
働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間
に実際に待遇の相違が存在する場合に参照されること
を目的としている。このため、そもそも客観的にみて
待遇の相違が存在しない場合については、この指針の
対象ではない。

（略）

第3 短時間・
有期雇用労働者

　労働者派遣法第30条の３第１項において、派遣元
事業主は、派遣労働者の待遇のそれぞれについて、当
該待遇に対応する派遣先に雇用される通常の労働者の
待遇との間において、職務の内容、当該職務の内容及
び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の
性質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認めら
れるものを考慮して、不合理と認められる相違を設け
てはならないこととされている。
　また、同条第２項において、派遣元事業主は、職務
の内容が派遣先に雇用される通常の労働者と同一の派
遣労働者であって、当該労働者派遣契約及び当該派遣
先における慣行その他の事情からみて、当該派遣先に
おける派遣就業が終了するまでの全期間において、そ
の職務の内容及び配置が当該派遣先との雇用関係が終
了するまでの全期間における当該通常の労働者の職務
の内容及び配置の変更の範囲と同一の範囲で変更され
ることが見込まれるものについては、正当な理由がな
く、待遇のそれぞれについて、当該待遇に対応する当
該通常の労働者の待遇に比して不利なものとしてはな
らないこととされている。
　他方、労働者派遣法第30条の４第１項において、
労働者の過半数で組織する労働組合等との協定により、

第４ 派遣労働者

同項各号に規定する事項を定めたときは、当該協定で
定めた範囲に属する派遣労働者の待遇について、労働
者派遣法第30条の３の規定は、一部の待遇を除き、
適用しないこととされている。ただし、同項第２号、
第４号若しくは第５号に掲げる事項であって当該協定
で定めたものを遵守していない場合又は同項第３号に
関する当該協定の定めによる公正な評価に取り組んで
いない場合は、この限りでないこととされている。
　派遣労働者（協定対象派遣労働者を除く。以下この
第４において同じ。）の待遇に関して、原則となる考え
方及び具体例は次のとおりである。

１　基本給

（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該
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通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　



　この指針は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働
者及び派遣労働者との間に待遇の相違が存在する場合
に、いかなる待遇の相違が不合理と認められるもので
あり、いかなる待遇の相違が不合理と認められるもの
でないのか等の原則となる考え方及び具体例を示した
ものである。事業主が、第３から第５までに記載され
た原則となる考え方等に反した場合、当該待遇の相違
が不合理と認められる等の可能性がある。なお、この

指針に原則となる考え方が示されていない退職手当、
住宅手当、家族手当等の待遇や、具体例に該当しない
場合についても、不合理と認められる待遇の相違の解
消等が求められる。このため、各事業主において、労
使により、個別具体の事情に応じて待遇の体系につい
て議論していくことが望まれる。
　なお、短時間・有期雇用労働法第８条及び第９条並
びに労働者派遣法第30条の３及び第30条の４の規
定は、雇用管理区分が複数ある場合であっても、通常
の労働者のそれぞれと短時間・有期雇用労働者及び派
遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違の解
消等を求めるものである。このため、事業主が、雇用
管理区分を新たに設け、当該雇用管理区分に属する通
常の労働者の待遇の水準を他の通常の労働者よりも低
く設定したとしても、当該他の通常の労働者と短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者との間でも不合理と認
められる待遇の相違の解消等を行う必要がある。また、
事業主は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及
び派遣労働者との間で職務の内容等を分離した場合で
あっても、当該通常の労働者と短時間・有期雇用労働
者及び派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の
相違の解消等を行う必要がある。
　さらに、短時間・有期雇用労働法及び労働者派遣法に
基づく通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣
労働者との間の不合理と認められる待遇の相違の解消
等の目的は、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者の
待遇の改善である。事業主が、通常の労働者と短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不合理と認め
られる待遇の相違の解消等に対応するため、就業規則
を変更することにより、その雇用する労働者の労働条
件を不利益に変更する場合、労働契約法（平成19年法
律第128号）第９条の規定に基づき、原則として、労
働者と合意する必要がある。また、労働者と合意する
ことなく、就業規則の変更により労働条件を労働者の
不利益に変更する場合、当該変更は、同法第10条の
規定に基づき、当該変更に係る事情に照らして合理的
なものである必要がある。ただし、短時間・有期雇用労
働法及び労働者派遣法に基づく通常の労働者と短時間・
有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不合理と認め
られる待遇の相違の解消等の目的に鑑みれば、事業主
が通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働
者との間の不合理と認められる待遇の相違の解消等を
行うに当たっては、基本的に、労使で合意することな
く通常の労働者の待遇を引き下げることは、望ましい
対応とはいえないことに留意すべきである。

　加えて、短時間・有期雇用労働法第８条及び第９条
並びに労働者派遣法第30条の３及び第30条の４の
規定は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び
派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違等
を対象とするものであり、この指針は、当該通常の労
働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間
に実際に待遇の相違が存在する場合に参照されること
を目的としている。このため、そもそも客観的にみて
待遇の相違が存在しない場合については、この指針の
対象ではない。

（略）

第3 短時間・
有期雇用労働者

　労働者派遣法第30条の３第１項において、派遣元
事業主は、派遣労働者の待遇のそれぞれについて、当
該待遇に対応する派遣先に雇用される通常の労働者の
待遇との間において、職務の内容、当該職務の内容及
び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の
性質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認めら
れるものを考慮して、不合理と認められる相違を設け
てはならないこととされている。
　また、同条第２項において、派遣元事業主は、職務
の内容が派遣先に雇用される通常の労働者と同一の派
遣労働者であって、当該労働者派遣契約及び当該派遣
先における慣行その他の事情からみて、当該派遣先に
おける派遣就業が終了するまでの全期間において、そ
の職務の内容及び配置が当該派遣先との雇用関係が終
了するまでの全期間における当該通常の労働者の職務
の内容及び配置の変更の範囲と同一の範囲で変更され
ることが見込まれるものについては、正当な理由がな
く、待遇のそれぞれについて、当該待遇に対応する当
該通常の労働者の待遇に比して不利なものとしてはな
らないこととされている。
　他方、労働者派遣法第30条の４第１項において、
労働者の過半数で組織する労働組合等との協定により、

第４ 派遣労働者

同項各号に規定する事項を定めたときは、当該協定で
定めた範囲に属する派遣労働者の待遇について、労働
者派遣法第30条の３の規定は、一部の待遇を除き、
適用しないこととされている。ただし、同項第２号、
第４号若しくは第５号に掲げる事項であって当該協定
で定めたものを遵守していない場合又は同項第３号に
関する当該協定の定めによる公正な評価に取り組んで
いない場合は、この限りでないこととされている。
　派遣労働者（協定対象派遣労働者を除く。以下この
第４において同じ。）の待遇に関して、原則となる考え
方及び具体例は次のとおりである。

１　基本給

（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該
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通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　



（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

２　賞 与
　賞与であって、派遣先及び派遣元事業主が、会社（派
遣労働者にあっては、派遣先。以下この２において同じ。）
の業績等への労働者の貢献に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者
と同一の貢献である派遣労働者には、貢献に応じた部分
につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の賞与
を支給しなければならない。また、貢献に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた賞与を支給しな
ければならない。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社にお
いては、賞与について、会社の業績等への労働者の
貢献に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派
遣されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用され
る通常の労働者であるＸと同一のＡ社の業績等への
貢献があるＹに対して、Ａ社がＸに支給するのと同
一の賞与を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者である
Ｘは、Ａ社における生産効率及び品質の目標値に対
する責任を負っており、当該目標値を達成していな
い場合、待遇上の不利益を課されている。その一方
で、Ａ社に雇用される通常の労働者であるＺや、派
遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、Ａ社における生産効率及び品
質の目標値に対する責任を負っておらず、当該目標
値を達成していない場合にも、待遇上の不利益を課
されていない。Ａ社はＸに対して賞与を支給してい
るが、Ｚに対しては、待遇上の不利益を課していな
いこととの見合いの範囲内で賞与を支給していない
ところ、Ｂ社はＹに対して、待遇上の不利益を課し
ていないこととの見合いの範囲内で賞与を支給して
いない。

問題となる例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社にお
いては、賞与について、会社の業績等への労働者の
貢献に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派
遣されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用され
る通常の労働者であるＸと同一のＡ社の業績等への

貢献があるＹに対して、Ａ社がＸに支給するのと同
一の賞与を支給していない。

ロ 賞与について、会社の業績等への労働者の貢献に応
じて支給している派遣先であるＡ社においては、通
常の労働者の全員に職務の内容や会社の業績等への
貢献等にかかわらず何らかの賞与を支給している
が、派遣元事業主であるＢ社においては、Ａ社に派
遣されている派遣労働者であるＹに賞与を支給して
いない。

３　手 当

（１）役職手当であって、
役職の内容に対して支給するもの
　役職手当であって、派遣先及び派遣元事業主が、
役職の内容に対して支給するものについて、派遣
元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の内容の役職に就く派遣労働者には、派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の役職手当を支
給しなければならない。また、役職の内容に一定
の相違がある場合においては、その相違に応じた
役職手当を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に
対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣
されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用さ
れる通常の労働者であるＸの役職と同一の役職
名（例えば、店長）であって同一の内容（例えば、
営業時間中の店舗の適切な運営）の役職に就く
Ｙに対し、Ａ社がＸに支給するのと同一の役職
手当を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に
対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣
されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用さ
れる通常の労働者であるＸの役職と同一の役職
名であって同一の内容の役職に就くＹに、所定
労働時間に比例した役職手当（例えば、所定労
働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
の派遣労働者にあっては、当該通常の労働者の
半分の役職手当）を支給している。

問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に対

して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣され
ている派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通常
の労働者であるＸの役職と同一の役職名であって
同一の内容の役職に就くＹに対し、Ａ社がＸに支給
するのに比べ役職手当を低く支給している。

（２）業務の危険度又は作業環境に応じて
支給される特殊作業手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の危険度又は作業環境の業務に従事す
る派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の特殊作業手当を支給しなければなら
ない。

（３）交替制勤務等の勤務形態に応じて
支給される特殊勤務手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の勤務形態で業務に従事する派遣労働
者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一
の特殊勤務手当を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社においては、就業する時間帯
又は曜日を特定して就業する通常の労働者には
労働者の採用が難しい早朝若しくは深夜又は土
日祝日に就業する場合に時給に上乗せして特殊
勤務手当を支給するが、就業する時間帯及び曜
日を特定していない通常の労働者には労働者の
採用が難しい時間帯又は曜日に勤務する場合で
あっても時給に上乗せして特殊勤務手当を支給
していない。派遣元事業主であるＢ社は、Ａ社
に派遣されている派遣労働者であって、就業す
る時間帯及び曜日を特定して就業していないＹ
に対し、採用が難しい時間帯や曜日に勤務する
場合であっても時給に上乗せして特殊勤務手当
を支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者
であるＸについては、入社に当たり、交替制
勤務に従事することは必ずしも確定しておら
ず、業務の繁閑等生産の都合に応じて通常勤
務又は交替制勤務のいずれにも従事する可能
性があり、交替制勤務に従事した場合に限り
特殊勤務手当が支給されている。派遣元事業
主であるＢ社からＡ社に派遣されている派遣
労働者であるＹについては、Ａ社への労働者派
遣に当たり、派遣先で交替制勤務に従事する
ことを明確にし、かつ、基本給にＡ社におい

て通常の労働者に支給される特殊勤務手当と
同一の交替制勤務の負荷分が盛り込まれてい
る。Ａ社には、職務の内容がＹと同一であり通
常勤務のみに従事することが予定され、実際
に通常勤務のみに従事する労働者であるＺが
いるところ、Ｂ社はＹに対し、Ａ社がＺに対し
て支給するのに比べ基本給を高く支給してい
る。Ａ社はＸに対して特殊勤務手当を支給して
いるが、Ｂ社はＹに対して特殊勤務手当を支給
していない。

（４）精皆勤手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と業務の内容が同一の派遣労働者には、派遣
先に雇用される通常の労働者と同一の精皆勤手当
を支給しなければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、考課上、欠勤に
ついてマイナス査定を行い、かつ、それが待遇に
反映される通常の労働者であるＸには、一定の日
数以上出勤した場合に精皆勤手当を支給している
が、派遣元事業主であるＢ社は、Ｂ社からＡ社に派
遣されている派遣労働者であって、考課上、欠勤
についてマイナス査定を行っていないＹには、マ
イナス査定を行っていないこととの見合いの範囲
内で、精皆勤手当を支給していない。

（５）時間外労働に対して支給される手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者の所定労働時間を超えて、当該通常の労働者
と同一の時間外労働を行った派遣労働者には、当
該通常の労働者の所定労働時間を超えた時間につ
き、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の割
増率等で、時間外労働に対して支給される手当を
支給しなければならない。

（６）深夜労働又は休日労働に対して支給される手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の深夜労働又は休日労働を行った派遣
労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の割増率等で、深夜労働又は休日労働に対し
て支給される手当を支給しなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ

社に雇用される通常の労働者であるＸと時間数及
び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を
行ったＹに対し、Ａ社がＸに支給するのと同一の深
夜労働又は休日労働に対して支給される手当を支
給している。
問題となる例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ
社に雇用される通常の労働者であるＸと時間数及
び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を
行ったＹに対し、Ｙが派遣労働者であることから、
深夜労働又は休日労働に対して支給される手当の
単価を当該通常の労働者より低く設定している。

（７）通勤手当及び出張旅費
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の通勤手当及び出張
旅費を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社においては、本社の採用であ
る労働者に対し、交通費実費の全額に相当する
通勤手当を支給しているが、派遣元事業主であ
るＢ社は、それぞれの店舗の採用である労働者
については、当該店舗の近隣から通うことがで
きる交通費に相当する額に通勤手当の上限を設
定して当該上限の額の範囲内で通勤手当を支給
しているところ、Ｂ社の店舗採用であってＡ社
に派遣される派遣労働者であるＹが、Ａ社への
労働者派遣の開始後、本人の都合で通勤手当の
上限の額では通うことができないところへ転居
してなお通い続けている場合には、当該上限の
額の範囲内で通勤手当を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通勤手当につい
て、所定労働日数が多い（例えば、週４日以上）
通常の労働者に、月額の定期券の金額に相当す
る額を支給しているが、派遣元事業主であるＢ
社においては、Ａ社に派遣されている派遣労働者
であって、所定労働日数が少ない（例えば、週
３日以下）又は出勤日数が変動する派遣労働者
に、日額の交通費に相当する額を支給している。

（８）労働時間の途中に食事のための休憩時間がある労
働者に対する食費の負担補助として支給される食
事手当
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇

用される通常の労働者と同一の食事手当を支給し
なければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、その労働時間の
途中に昼食のための休憩時間がある通常の労働者
であるＸに食事手当を支給している。その一方で、
派遣元事業主であるＢ社においては、Ａ社に派遣さ
れている派遣労働者であって、その労働時間の途
中に昼食のための休憩時間がない（例えば、午後
２時から午後５時までの勤務）派遣労働者である
Ｙに支給していない。
問題となる例
　派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸに食事手当を支給している。派遣元事業主
であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派遣
労働者であるＹにＡ社がＸに支給するのに比べ食
事手当を低く支給している。

（９）単身赴任手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の支給要件を満たす派遣労働者には、
派遣先に雇用される通常の労働者と同一の単身赴
任手当を支給しなければならない。

（10）特定の地域で働く労働者に対する
補償として支給される地域手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の地域で働く派遣労働者には、派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の地域手当を支
給しなければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸについて、全国一律の基本給の体系を適用
し、転勤があることから、地域の物価等を勘案し
た地域手当を支給している。一方で、派遣元事業
主であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派
遣労働者であるＹについては、Ａ社に派遣されてい
る間は勤務地の変更がなく、その派遣先の所在す
る地域で基本給を設定しており、その中で地域の
物価が基本給に盛り込まれているため、地域手当
を支給していない。
問題となる例
　派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸは、その地域で採用され転勤はないにもか
かわらず、Ａ社はＸに対し地域手当を支給してい
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通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　

る。一方、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派
遣されている派遣労働者であるＹは、Ａ社に派遣さ
れている間転勤はなく、Ｂ社はＹに対し地域手当を
支給していない。



（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

２　賞 与
　賞与であって、派遣先及び派遣元事業主が、会社（派
遣労働者にあっては、派遣先。以下この２において同じ。）
の業績等への労働者の貢献に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者
と同一の貢献である派遣労働者には、貢献に応じた部分
につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の賞与
を支給しなければならない。また、貢献に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた賞与を支給しな
ければならない。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社にお
いては、賞与について、会社の業績等への労働者の
貢献に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派
遣されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用され
る通常の労働者であるＸと同一のＡ社の業績等への
貢献があるＹに対して、Ａ社がＸに支給するのと同
一の賞与を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者である
Ｘは、Ａ社における生産効率及び品質の目標値に対
する責任を負っており、当該目標値を達成していな
い場合、待遇上の不利益を課されている。その一方
で、Ａ社に雇用される通常の労働者であるＺや、派
遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、Ａ社における生産効率及び品
質の目標値に対する責任を負っておらず、当該目標
値を達成していない場合にも、待遇上の不利益を課
されていない。Ａ社はＸに対して賞与を支給してい
るが、Ｚに対しては、待遇上の不利益を課していな
いこととの見合いの範囲内で賞与を支給していない
ところ、Ｂ社はＹに対して、待遇上の不利益を課し
ていないこととの見合いの範囲内で賞与を支給して
いない。

問題となる例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社にお
いては、賞与について、会社の業績等への労働者の
貢献に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派
遣されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用され
る通常の労働者であるＸと同一のＡ社の業績等への

貢献があるＹに対して、Ａ社がＸに支給するのと同
一の賞与を支給していない。

ロ 賞与について、会社の業績等への労働者の貢献に応
じて支給している派遣先であるＡ社においては、通
常の労働者の全員に職務の内容や会社の業績等への
貢献等にかかわらず何らかの賞与を支給している
が、派遣元事業主であるＢ社においては、Ａ社に派
遣されている派遣労働者であるＹに賞与を支給して
いない。

３　手 当

（１）役職手当であって、
役職の内容に対して支給するもの
　役職手当であって、派遣先及び派遣元事業主が、
役職の内容に対して支給するものについて、派遣
元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の内容の役職に就く派遣労働者には、派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の役職手当を支
給しなければならない。また、役職の内容に一定
の相違がある場合においては、その相違に応じた
役職手当を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に
対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣
されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用さ
れる通常の労働者であるＸの役職と同一の役職
名（例えば、店長）であって同一の内容（例えば、
営業時間中の店舗の適切な運営）の役職に就く
Ｙに対し、Ａ社がＸに支給するのと同一の役職
手当を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に
対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣
されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用さ
れる通常の労働者であるＸの役職と同一の役職
名であって同一の内容の役職に就くＹに、所定
労働時間に比例した役職手当（例えば、所定労
働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
の派遣労働者にあっては、当該通常の労働者の
半分の役職手当）を支給している。

問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に対

して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣され
ている派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通常
の労働者であるＸの役職と同一の役職名であって
同一の内容の役職に就くＹに対し、Ａ社がＸに支給
するのに比べ役職手当を低く支給している。

（２）業務の危険度又は作業環境に応じて
支給される特殊作業手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の危険度又は作業環境の業務に従事す
る派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の特殊作業手当を支給しなければなら
ない。

（３）交替制勤務等の勤務形態に応じて
支給される特殊勤務手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の勤務形態で業務に従事する派遣労働
者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一
の特殊勤務手当を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社においては、就業する時間帯
又は曜日を特定して就業する通常の労働者には
労働者の採用が難しい早朝若しくは深夜又は土
日祝日に就業する場合に時給に上乗せして特殊
勤務手当を支給するが、就業する時間帯及び曜
日を特定していない通常の労働者には労働者の
採用が難しい時間帯又は曜日に勤務する場合で
あっても時給に上乗せして特殊勤務手当を支給
していない。派遣元事業主であるＢ社は、Ａ社
に派遣されている派遣労働者であって、就業す
る時間帯及び曜日を特定して就業していないＹ
に対し、採用が難しい時間帯や曜日に勤務する
場合であっても時給に上乗せして特殊勤務手当
を支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者
であるＸについては、入社に当たり、交替制
勤務に従事することは必ずしも確定しておら
ず、業務の繁閑等生産の都合に応じて通常勤
務又は交替制勤務のいずれにも従事する可能
性があり、交替制勤務に従事した場合に限り
特殊勤務手当が支給されている。派遣元事業
主であるＢ社からＡ社に派遣されている派遣
労働者であるＹについては、Ａ社への労働者派
遣に当たり、派遣先で交替制勤務に従事する
ことを明確にし、かつ、基本給にＡ社におい

て通常の労働者に支給される特殊勤務手当と
同一の交替制勤務の負荷分が盛り込まれてい
る。Ａ社には、職務の内容がＹと同一であり通
常勤務のみに従事することが予定され、実際
に通常勤務のみに従事する労働者であるＺが
いるところ、Ｂ社はＹに対し、Ａ社がＺに対し
て支給するのに比べ基本給を高く支給してい
る。Ａ社はＸに対して特殊勤務手当を支給して
いるが、Ｂ社はＹに対して特殊勤務手当を支給
していない。

（４）精皆勤手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と業務の内容が同一の派遣労働者には、派遣
先に雇用される通常の労働者と同一の精皆勤手当
を支給しなければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、考課上、欠勤に
ついてマイナス査定を行い、かつ、それが待遇に
反映される通常の労働者であるＸには、一定の日
数以上出勤した場合に精皆勤手当を支給している
が、派遣元事業主であるＢ社は、Ｂ社からＡ社に派
遣されている派遣労働者であって、考課上、欠勤
についてマイナス査定を行っていないＹには、マ
イナス査定を行っていないこととの見合いの範囲
内で、精皆勤手当を支給していない。

（５）時間外労働に対して支給される手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者の所定労働時間を超えて、当該通常の労働者
と同一の時間外労働を行った派遣労働者には、当
該通常の労働者の所定労働時間を超えた時間につ
き、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の割
増率等で、時間外労働に対して支給される手当を
支給しなければならない。

（６）深夜労働又は休日労働に対して支給される手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の深夜労働又は休日労働を行った派遣
労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の割増率等で、深夜労働又は休日労働に対し
て支給される手当を支給しなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ

社に雇用される通常の労働者であるＸと時間数及
び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を
行ったＹに対し、Ａ社がＸに支給するのと同一の深
夜労働又は休日労働に対して支給される手当を支
給している。
問題となる例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ
社に雇用される通常の労働者であるＸと時間数及
び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を
行ったＹに対し、Ｙが派遣労働者であることから、
深夜労働又は休日労働に対して支給される手当の
単価を当該通常の労働者より低く設定している。

（７）通勤手当及び出張旅費
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の通勤手当及び出張
旅費を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社においては、本社の採用であ
る労働者に対し、交通費実費の全額に相当する
通勤手当を支給しているが、派遣元事業主であ
るＢ社は、それぞれの店舗の採用である労働者
については、当該店舗の近隣から通うことがで
きる交通費に相当する額に通勤手当の上限を設
定して当該上限の額の範囲内で通勤手当を支給
しているところ、Ｂ社の店舗採用であってＡ社
に派遣される派遣労働者であるＹが、Ａ社への
労働者派遣の開始後、本人の都合で通勤手当の
上限の額では通うことができないところへ転居
してなお通い続けている場合には、当該上限の
額の範囲内で通勤手当を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通勤手当につい
て、所定労働日数が多い（例えば、週４日以上）
通常の労働者に、月額の定期券の金額に相当す
る額を支給しているが、派遣元事業主であるＢ
社においては、Ａ社に派遣されている派遣労働者
であって、所定労働日数が少ない（例えば、週
３日以下）又は出勤日数が変動する派遣労働者
に、日額の交通費に相当する額を支給している。

（８）労働時間の途中に食事のための休憩時間がある労
働者に対する食費の負担補助として支給される食
事手当
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇

用される通常の労働者と同一の食事手当を支給し
なければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、その労働時間の
途中に昼食のための休憩時間がある通常の労働者
であるＸに食事手当を支給している。その一方で、
派遣元事業主であるＢ社においては、Ａ社に派遣さ
れている派遣労働者であって、その労働時間の途
中に昼食のための休憩時間がない（例えば、午後
２時から午後５時までの勤務）派遣労働者である
Ｙに支給していない。
問題となる例
　派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸに食事手当を支給している。派遣元事業主
であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派遣
労働者であるＹにＡ社がＸに支給するのに比べ食
事手当を低く支給している。

（９）単身赴任手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の支給要件を満たす派遣労働者には、
派遣先に雇用される通常の労働者と同一の単身赴
任手当を支給しなければならない。

（10）特定の地域で働く労働者に対する
補償として支給される地域手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の地域で働く派遣労働者には、派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の地域手当を支
給しなければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸについて、全国一律の基本給の体系を適用
し、転勤があることから、地域の物価等を勘案し
た地域手当を支給している。一方で、派遣元事業
主であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派
遣労働者であるＹについては、Ａ社に派遣されてい
る間は勤務地の変更がなく、その派遣先の所在す
る地域で基本給を設定しており、その中で地域の
物価が基本給に盛り込まれているため、地域手当
を支給していない。
問題となる例
　派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸは、その地域で採用され転勤はないにもか
かわらず、Ａ社はＸに対し地域手当を支給してい
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通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　

る。一方、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派
遣されている派遣労働者であるＹは、Ａ社に派遣さ
れている間転勤はなく、Ｂ社はＹに対し地域手当を
支給していない。



（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

（１）役職手当であって、
役職の内容に対して支給するもの
　役職手当であって、派遣先及び派遣元事業主が、
役職の内容に対して支給するものについて、派遣
元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の内容の役職に就く派遣労働者には、派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の役職手当を支
給しなければならない。また、役職の内容に一定
の相違がある場合においては、その相違に応じた
役職手当を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に
対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣
されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用さ
れる通常の労働者であるＸの役職と同一の役職
名（例えば、店長）であって同一の内容（例えば、
営業時間中の店舗の適切な運営）の役職に就く
Ｙに対し、Ａ社がＸに支給するのと同一の役職
手当を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に
対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣
されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用さ
れる通常の労働者であるＸの役職と同一の役職
名であって同一の内容の役職に就くＹに、所定
労働時間に比例した役職手当（例えば、所定労
働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
の派遣労働者にあっては、当該通常の労働者の
半分の役職手当）を支給している。

問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に対

して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣され
ている派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通常
の労働者であるＸの役職と同一の役職名であって
同一の内容の役職に就くＹに対し、Ａ社がＸに支給
するのに比べ役職手当を低く支給している。

（２）業務の危険度又は作業環境に応じて
支給される特殊作業手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の危険度又は作業環境の業務に従事す
る派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の特殊作業手当を支給しなければなら
ない。

（３）交替制勤務等の勤務形態に応じて
支給される特殊勤務手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の勤務形態で業務に従事する派遣労働
者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一
の特殊勤務手当を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社においては、就業する時間帯
又は曜日を特定して就業する通常の労働者には
労働者の採用が難しい早朝若しくは深夜又は土
日祝日に就業する場合に時給に上乗せして特殊
勤務手当を支給するが、就業する時間帯及び曜
日を特定していない通常の労働者には労働者の
採用が難しい時間帯又は曜日に勤務する場合で
あっても時給に上乗せして特殊勤務手当を支給
していない。派遣元事業主であるＢ社は、Ａ社
に派遣されている派遣労働者であって、就業す
る時間帯及び曜日を特定して就業していないＹ
に対し、採用が難しい時間帯や曜日に勤務する
場合であっても時給に上乗せして特殊勤務手当
を支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者
であるＸについては、入社に当たり、交替制
勤務に従事することは必ずしも確定しておら
ず、業務の繁閑等生産の都合に応じて通常勤
務又は交替制勤務のいずれにも従事する可能
性があり、交替制勤務に従事した場合に限り
特殊勤務手当が支給されている。派遣元事業
主であるＢ社からＡ社に派遣されている派遣
労働者であるＹについては、Ａ社への労働者派
遣に当たり、派遣先で交替制勤務に従事する
ことを明確にし、かつ、基本給にＡ社におい

て通常の労働者に支給される特殊勤務手当と
同一の交替制勤務の負荷分が盛り込まれてい
る。Ａ社には、職務の内容がＹと同一であり通
常勤務のみに従事することが予定され、実際
に通常勤務のみに従事する労働者であるＺが
いるところ、Ｂ社はＹに対し、Ａ社がＺに対し
て支給するのに比べ基本給を高く支給してい
る。Ａ社はＸに対して特殊勤務手当を支給して
いるが、Ｂ社はＹに対して特殊勤務手当を支給
していない。

（４）精皆勤手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と業務の内容が同一の派遣労働者には、派遣
先に雇用される通常の労働者と同一の精皆勤手当
を支給しなければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、考課上、欠勤に
ついてマイナス査定を行い、かつ、それが待遇に
反映される通常の労働者であるＸには、一定の日
数以上出勤した場合に精皆勤手当を支給している
が、派遣元事業主であるＢ社は、Ｂ社からＡ社に派
遣されている派遣労働者であって、考課上、欠勤
についてマイナス査定を行っていないＹには、マ
イナス査定を行っていないこととの見合いの範囲
内で、精皆勤手当を支給していない。

（５）時間外労働に対して支給される手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者の所定労働時間を超えて、当該通常の労働者
と同一の時間外労働を行った派遣労働者には、当
該通常の労働者の所定労働時間を超えた時間につ
き、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の割
増率等で、時間外労働に対して支給される手当を
支給しなければならない。

（６）深夜労働又は休日労働に対して支給される手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の深夜労働又は休日労働を行った派遣
労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の割増率等で、深夜労働又は休日労働に対し
て支給される手当を支給しなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ

社に雇用される通常の労働者であるＸと時間数及
び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を
行ったＹに対し、Ａ社がＸに支給するのと同一の深
夜労働又は休日労働に対して支給される手当を支
給している。
問題となる例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ
社に雇用される通常の労働者であるＸと時間数及
び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を
行ったＹに対し、Ｙが派遣労働者であることから、
深夜労働又は休日労働に対して支給される手当の
単価を当該通常の労働者より低く設定している。

（７）通勤手当及び出張旅費
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の通勤手当及び出張
旅費を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社においては、本社の採用であ
る労働者に対し、交通費実費の全額に相当する
通勤手当を支給しているが、派遣元事業主であ
るＢ社は、それぞれの店舗の採用である労働者
については、当該店舗の近隣から通うことがで
きる交通費に相当する額に通勤手当の上限を設
定して当該上限の額の範囲内で通勤手当を支給
しているところ、Ｂ社の店舗採用であってＡ社
に派遣される派遣労働者であるＹが、Ａ社への
労働者派遣の開始後、本人の都合で通勤手当の
上限の額では通うことができないところへ転居
してなお通い続けている場合には、当該上限の
額の範囲内で通勤手当を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通勤手当につい
て、所定労働日数が多い（例えば、週４日以上）
通常の労働者に、月額の定期券の金額に相当す
る額を支給しているが、派遣元事業主であるＢ
社においては、Ａ社に派遣されている派遣労働者
であって、所定労働日数が少ない（例えば、週
３日以下）又は出勤日数が変動する派遣労働者
に、日額の交通費に相当する額を支給している。

（８）労働時間の途中に食事のための休憩時間がある労
働者に対する食費の負担補助として支給される食
事手当
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇

用される通常の労働者と同一の食事手当を支給し
なければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、その労働時間の
途中に昼食のための休憩時間がある通常の労働者
であるＸに食事手当を支給している。その一方で、
派遣元事業主であるＢ社においては、Ａ社に派遣さ
れている派遣労働者であって、その労働時間の途
中に昼食のための休憩時間がない（例えば、午後
２時から午後５時までの勤務）派遣労働者である
Ｙに支給していない。
問題となる例
　派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸに食事手当を支給している。派遣元事業主
であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派遣
労働者であるＹにＡ社がＸに支給するのに比べ食
事手当を低く支給している。

（９）単身赴任手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の支給要件を満たす派遣労働者には、
派遣先に雇用される通常の労働者と同一の単身赴
任手当を支給しなければならない。

（10）特定の地域で働く労働者に対する
補償として支給される地域手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の地域で働く派遣労働者には、派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の地域手当を支
給しなければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸについて、全国一律の基本給の体系を適用
し、転勤があることから、地域の物価等を勘案し
た地域手当を支給している。一方で、派遣元事業
主であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派
遣労働者であるＹについては、Ａ社に派遣されてい
る間は勤務地の変更がなく、その派遣先の所在す
る地域で基本給を設定しており、その中で地域の
物価が基本給に盛り込まれているため、地域手当
を支給していない。
問題となる例
　派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸは、その地域で採用され転勤はないにもか
かわらず、Ａ社はＸに対し地域手当を支給してい
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通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　

る。一方、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派
遣されている派遣労働者であるＹは、Ａ社に派遣さ
れている間転勤はなく、Ｂ社はＹに対し地域手当を
支給していない。



（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

（１）役職手当であって、
役職の内容に対して支給するもの
　役職手当であって、派遣先及び派遣元事業主が、
役職の内容に対して支給するものについて、派遣
元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の内容の役職に就く派遣労働者には、派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の役職手当を支
給しなければならない。また、役職の内容に一定
の相違がある場合においては、その相違に応じた
役職手当を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に
対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣
されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用さ
れる通常の労働者であるＸの役職と同一の役職
名（例えば、店長）であって同一の内容（例えば、
営業時間中の店舗の適切な運営）の役職に就く
Ｙに対し、Ａ社がＸに支給するのと同一の役職
手当を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に
対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣
されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用さ
れる通常の労働者であるＸの役職と同一の役職
名であって同一の内容の役職に就くＹに、所定
労働時間に比例した役職手当（例えば、所定労
働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
の派遣労働者にあっては、当該通常の労働者の
半分の役職手当）を支給している。

問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に対

して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣され
ている派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通常
の労働者であるＸの役職と同一の役職名であって
同一の内容の役職に就くＹに対し、Ａ社がＸに支給
するのに比べ役職手当を低く支給している。

（２）業務の危険度又は作業環境に応じて
支給される特殊作業手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の危険度又は作業環境の業務に従事す
る派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の特殊作業手当を支給しなければなら
ない。

（３）交替制勤務等の勤務形態に応じて
支給される特殊勤務手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の勤務形態で業務に従事する派遣労働
者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一
の特殊勤務手当を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社においては、就業する時間帯
又は曜日を特定して就業する通常の労働者には
労働者の採用が難しい早朝若しくは深夜又は土
日祝日に就業する場合に時給に上乗せして特殊
勤務手当を支給するが、就業する時間帯及び曜
日を特定していない通常の労働者には労働者の
採用が難しい時間帯又は曜日に勤務する場合で
あっても時給に上乗せして特殊勤務手当を支給
していない。派遣元事業主であるＢ社は、Ａ社
に派遣されている派遣労働者であって、就業す
る時間帯及び曜日を特定して就業していないＹ
に対し、採用が難しい時間帯や曜日に勤務する
場合であっても時給に上乗せして特殊勤務手当
を支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者
であるＸについては、入社に当たり、交替制
勤務に従事することは必ずしも確定しておら
ず、業務の繁閑等生産の都合に応じて通常勤
務又は交替制勤務のいずれにも従事する可能
性があり、交替制勤務に従事した場合に限り
特殊勤務手当が支給されている。派遣元事業
主であるＢ社からＡ社に派遣されている派遣
労働者であるＹについては、Ａ社への労働者派
遣に当たり、派遣先で交替制勤務に従事する
ことを明確にし、かつ、基本給にＡ社におい

て通常の労働者に支給される特殊勤務手当と
同一の交替制勤務の負荷分が盛り込まれてい
る。Ａ社には、職務の内容がＹと同一であり通
常勤務のみに従事することが予定され、実際
に通常勤務のみに従事する労働者であるＺが
いるところ、Ｂ社はＹに対し、Ａ社がＺに対し
て支給するのに比べ基本給を高く支給してい
る。Ａ社はＸに対して特殊勤務手当を支給して
いるが、Ｂ社はＹに対して特殊勤務手当を支給
していない。

（４）精皆勤手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と業務の内容が同一の派遣労働者には、派遣
先に雇用される通常の労働者と同一の精皆勤手当
を支給しなければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、考課上、欠勤に
ついてマイナス査定を行い、かつ、それが待遇に
反映される通常の労働者であるＸには、一定の日
数以上出勤した場合に精皆勤手当を支給している
が、派遣元事業主であるＢ社は、Ｂ社からＡ社に派
遣されている派遣労働者であって、考課上、欠勤
についてマイナス査定を行っていないＹには、マ
イナス査定を行っていないこととの見合いの範囲
内で、精皆勤手当を支給していない。

（５）時間外労働に対して支給される手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者の所定労働時間を超えて、当該通常の労働者
と同一の時間外労働を行った派遣労働者には、当
該通常の労働者の所定労働時間を超えた時間につ
き、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の割
増率等で、時間外労働に対して支給される手当を
支給しなければならない。

（６）深夜労働又は休日労働に対して支給される手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の深夜労働又は休日労働を行った派遣
労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の割増率等で、深夜労働又は休日労働に対し
て支給される手当を支給しなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ

社に雇用される通常の労働者であるＸと時間数及
び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を
行ったＹに対し、Ａ社がＸに支給するのと同一の深
夜労働又は休日労働に対して支給される手当を支
給している。
問題となる例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ
社に雇用される通常の労働者であるＸと時間数及
び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を
行ったＹに対し、Ｙが派遣労働者であることから、
深夜労働又は休日労働に対して支給される手当の
単価を当該通常の労働者より低く設定している。

（７）通勤手当及び出張旅費
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の通勤手当及び出張
旅費を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社においては、本社の採用であ
る労働者に対し、交通費実費の全額に相当する
通勤手当を支給しているが、派遣元事業主であ
るＢ社は、それぞれの店舗の採用である労働者
については、当該店舗の近隣から通うことがで
きる交通費に相当する額に通勤手当の上限を設
定して当該上限の額の範囲内で通勤手当を支給
しているところ、Ｂ社の店舗採用であってＡ社
に派遣される派遣労働者であるＹが、Ａ社への
労働者派遣の開始後、本人の都合で通勤手当の
上限の額では通うことができないところへ転居
してなお通い続けている場合には、当該上限の
額の範囲内で通勤手当を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通勤手当につい
て、所定労働日数が多い（例えば、週４日以上）
通常の労働者に、月額の定期券の金額に相当す
る額を支給しているが、派遣元事業主であるＢ
社においては、Ａ社に派遣されている派遣労働者
であって、所定労働日数が少ない（例えば、週
３日以下）又は出勤日数が変動する派遣労働者
に、日額の交通費に相当する額を支給している。

（８）労働時間の途中に食事のための休憩時間がある労
働者に対する食費の負担補助として支給される食
事手当
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇

用される通常の労働者と同一の食事手当を支給し
なければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、その労働時間の
途中に昼食のための休憩時間がある通常の労働者
であるＸに食事手当を支給している。その一方で、
派遣元事業主であるＢ社においては、Ａ社に派遣さ
れている派遣労働者であって、その労働時間の途
中に昼食のための休憩時間がない（例えば、午後
２時から午後５時までの勤務）派遣労働者である
Ｙに支給していない。
問題となる例
　派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸに食事手当を支給している。派遣元事業主
であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派遣
労働者であるＹにＡ社がＸに支給するのに比べ食
事手当を低く支給している。

（９）単身赴任手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の支給要件を満たす派遣労働者には、
派遣先に雇用される通常の労働者と同一の単身赴
任手当を支給しなければならない。

（10）特定の地域で働く労働者に対する
補償として支給される地域手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の地域で働く派遣労働者には、派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の地域手当を支
給しなければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸについて、全国一律の基本給の体系を適用
し、転勤があることから、地域の物価等を勘案し
た地域手当を支給している。一方で、派遣元事業
主であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派
遣労働者であるＹについては、Ａ社に派遣されてい
る間は勤務地の変更がなく、その派遣先の所在す
る地域で基本給を設定しており、その中で地域の
物価が基本給に盛り込まれているため、地域手当
を支給していない。
問題となる例
　派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸは、その地域で採用され転勤はないにもか
かわらず、Ａ社はＸに対し地域手当を支給してい
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通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　

る。一方、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派
遣されている派遣労働者であるＹは、Ａ社に派遣さ
れている間転勤はなく、Ｂ社はＹに対し地域手当を
支給していない。



（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

（１）役職手当であって、
役職の内容に対して支給するもの
　役職手当であって、派遣先及び派遣元事業主が、
役職の内容に対して支給するものについて、派遣
元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の内容の役職に就く派遣労働者には、派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の役職手当を支
給しなければならない。また、役職の内容に一定
の相違がある場合においては、その相違に応じた
役職手当を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に
対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣
されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用さ
れる通常の労働者であるＸの役職と同一の役職
名（例えば、店長）であって同一の内容（例えば、
営業時間中の店舗の適切な運営）の役職に就く
Ｙに対し、Ａ社がＸに支給するのと同一の役職
手当を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に
対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣
されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用さ
れる通常の労働者であるＸの役職と同一の役職
名であって同一の内容の役職に就くＹに、所定
労働時間に比例した役職手当（例えば、所定労
働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
の派遣労働者にあっては、当該通常の労働者の
半分の役職手当）を支給している。

問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に対

して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣され
ている派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通常
の労働者であるＸの役職と同一の役職名であって
同一の内容の役職に就くＹに対し、Ａ社がＸに支給
するのに比べ役職手当を低く支給している。

（２）業務の危険度又は作業環境に応じて
支給される特殊作業手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の危険度又は作業環境の業務に従事す
る派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の特殊作業手当を支給しなければなら
ない。

（３）交替制勤務等の勤務形態に応じて
支給される特殊勤務手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の勤務形態で業務に従事する派遣労働
者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一
の特殊勤務手当を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社においては、就業する時間帯
又は曜日を特定して就業する通常の労働者には
労働者の採用が難しい早朝若しくは深夜又は土
日祝日に就業する場合に時給に上乗せして特殊
勤務手当を支給するが、就業する時間帯及び曜
日を特定していない通常の労働者には労働者の
採用が難しい時間帯又は曜日に勤務する場合で
あっても時給に上乗せして特殊勤務手当を支給
していない。派遣元事業主であるＢ社は、Ａ社
に派遣されている派遣労働者であって、就業す
る時間帯及び曜日を特定して就業していないＹ
に対し、採用が難しい時間帯や曜日に勤務する
場合であっても時給に上乗せして特殊勤務手当
を支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者
であるＸについては、入社に当たり、交替制
勤務に従事することは必ずしも確定しておら
ず、業務の繁閑等生産の都合に応じて通常勤
務又は交替制勤務のいずれにも従事する可能
性があり、交替制勤務に従事した場合に限り
特殊勤務手当が支給されている。派遣元事業
主であるＢ社からＡ社に派遣されている派遣
労働者であるＹについては、Ａ社への労働者派
遣に当たり、派遣先で交替制勤務に従事する
ことを明確にし、かつ、基本給にＡ社におい

て通常の労働者に支給される特殊勤務手当と
同一の交替制勤務の負荷分が盛り込まれてい
る。Ａ社には、職務の内容がＹと同一であり通
常勤務のみに従事することが予定され、実際
に通常勤務のみに従事する労働者であるＺが
いるところ、Ｂ社はＹに対し、Ａ社がＺに対し
て支給するのに比べ基本給を高く支給してい
る。Ａ社はＸに対して特殊勤務手当を支給して
いるが、Ｂ社はＹに対して特殊勤務手当を支給
していない。

（４）精皆勤手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と業務の内容が同一の派遣労働者には、派遣
先に雇用される通常の労働者と同一の精皆勤手当
を支給しなければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、考課上、欠勤に
ついてマイナス査定を行い、かつ、それが待遇に
反映される通常の労働者であるＸには、一定の日
数以上出勤した場合に精皆勤手当を支給している
が、派遣元事業主であるＢ社は、Ｂ社からＡ社に派
遣されている派遣労働者であって、考課上、欠勤
についてマイナス査定を行っていないＹには、マ
イナス査定を行っていないこととの見合いの範囲
内で、精皆勤手当を支給していない。

（５）時間外労働に対して支給される手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者の所定労働時間を超えて、当該通常の労働者
と同一の時間外労働を行った派遣労働者には、当
該通常の労働者の所定労働時間を超えた時間につ
き、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の割
増率等で、時間外労働に対して支給される手当を
支給しなければならない。

（６）深夜労働又は休日労働に対して支給される手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の深夜労働又は休日労働を行った派遣
労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の割増率等で、深夜労働又は休日労働に対し
て支給される手当を支給しなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ

社に雇用される通常の労働者であるＸと時間数及
び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を
行ったＹに対し、Ａ社がＸに支給するのと同一の深
夜労働又は休日労働に対して支給される手当を支
給している。
問題となる例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ
社に雇用される通常の労働者であるＸと時間数及
び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を
行ったＹに対し、Ｙが派遣労働者であることから、
深夜労働又は休日労働に対して支給される手当の
単価を当該通常の労働者より低く設定している。

（７）通勤手当及び出張旅費
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の通勤手当及び出張
旅費を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社においては、本社の採用であ
る労働者に対し、交通費実費の全額に相当する
通勤手当を支給しているが、派遣元事業主であ
るＢ社は、それぞれの店舗の採用である労働者
については、当該店舗の近隣から通うことがで
きる交通費に相当する額に通勤手当の上限を設
定して当該上限の額の範囲内で通勤手当を支給
しているところ、Ｂ社の店舗採用であってＡ社
に派遣される派遣労働者であるＹが、Ａ社への
労働者派遣の開始後、本人の都合で通勤手当の
上限の額では通うことができないところへ転居
してなお通い続けている場合には、当該上限の
額の範囲内で通勤手当を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通勤手当につい
て、所定労働日数が多い（例えば、週４日以上）
通常の労働者に、月額の定期券の金額に相当す
る額を支給しているが、派遣元事業主であるＢ
社においては、Ａ社に派遣されている派遣労働者
であって、所定労働日数が少ない（例えば、週
３日以下）又は出勤日数が変動する派遣労働者
に、日額の交通費に相当する額を支給している。

（８）労働時間の途中に食事のための休憩時間がある労
働者に対する食費の負担補助として支給される食
事手当
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇

用される通常の労働者と同一の食事手当を支給し
なければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、その労働時間の
途中に昼食のための休憩時間がある通常の労働者
であるＸに食事手当を支給している。その一方で、
派遣元事業主であるＢ社においては、Ａ社に派遣さ
れている派遣労働者であって、その労働時間の途
中に昼食のための休憩時間がない（例えば、午後
２時から午後５時までの勤務）派遣労働者である
Ｙに支給していない。
問題となる例
　派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸに食事手当を支給している。派遣元事業主
であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派遣
労働者であるＹにＡ社がＸに支給するのに比べ食
事手当を低く支給している。

（９）単身赴任手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の支給要件を満たす派遣労働者には、
派遣先に雇用される通常の労働者と同一の単身赴
任手当を支給しなければならない。

（10）特定の地域で働く労働者に対する
補償として支給される地域手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の地域で働く派遣労働者には、派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の地域手当を支
給しなければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸについて、全国一律の基本給の体系を適用
し、転勤があることから、地域の物価等を勘案し
た地域手当を支給している。一方で、派遣元事業
主であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派
遣労働者であるＹについては、Ａ社に派遣されてい
る間は勤務地の変更がなく、その派遣先の所在す
る地域で基本給を設定しており、その中で地域の
物価が基本給に盛り込まれているため、地域手当
を支給していない。
問題となる例
　派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸは、その地域で採用され転勤はないにもか
かわらず、Ａ社はＸに対し地域手当を支給してい

く。）には、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の病気休職の取得を認めなければならない。ま
た、期間の定めのある労働者派遣に係る派遣労働
者にも、当該派遣先における派遣就業が終了する
までの期間を踏まえて、病気休職の取得を認めな
ければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、当該派遣
先における派遣就業期間が１年である派遣労働者
であるＹについて、病気休職の期間は当該派遣就
業の期間が終了する日までとしている。

（５）法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休
暇を除く。）であって、勤続期間（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における就業期間。以下この（５）
において同じ。）に応じて取得を認めているもの
　法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶
弔休暇を除く。）であって、派遣先及び派遣元事業
主が、勤続期間に応じて取得を認めているものに
ついて、派遣元事業主は、当該派遣先に雇用され
る通常の労働者と同一の勤続期間である派遣労働
者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一
の法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶
弔休暇を除く。）を付与しなければならない。なお、
当該派遣先において期間の定めのある労働者派遣
契約を更新している場合には、当初の派遣就業の
開始時から通算して就業期間を評価することを要
する。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、長期勤続者を対
象とするリフレッシュ休暇について、業務に従事
した時間全体を通じた貢献に対する報償という趣
旨で付与していることから、通常の労働者である
Ｘに対し、勤続 10 年で３日、20 年で５日、30
年で７日の休暇を付与している。派遣元事業主で
あるＢ社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であ
るＹに対し、所定労働時間に比例した日数を付与
している。

（１）福利厚生施設（給食施設、休憩室及び更衣室をいう。
以下この（１）において同じ。）
　派遣先は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の事業所で働く協定対象派遣労働者には、派
遣先に雇用される通常の労働者と同一の福利厚生
施設の利用を認めなければならない。
　なお、派遣元事業主についても、労働者派遣法
第 30 条の３の規定に基づく義務を免れるもので
はない。

（２）転勤者用社宅
　派遣元事業主は、派遣元事業主の雇用する通常
の労働者と同一の支給要件（例えば、転勤の有無、
扶養家族の有無、住宅の賃貸又は収入の額）を満
たす協定対象派遣労働者には、派遣元事業主の雇
用する通常の労働者と同一の転勤者用社宅の利用
を認めなければならない。

（３）慶弔休暇並びに健康診断に伴う
勤務免除及び有給の保障
　派遣元事業主は、協定対象派遣労働者にも、派
遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の慶弔
休暇の付与並びに健康診断に伴う勤務免除及び有
給の保障を行わなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、慶弔休暇
について、Ｂ社の雇用する通常の労働者であるＸと
同様の出勤日が設定されている協定対象派遣労働
者であるＹに対しては、通常の労働者と同様に慶
弔休暇を付与しているが、週２日の勤務の協定対
象派遣労働者であるＷに対しては、勤務日の振替
での対応を基本としつつ、振替が困難な場合のみ
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慶弔休暇を付与している。

（４）病気休職
　派遣元事業主は、協定対象派遣労働者（有期雇
用労働者である場合を除く。）には、派遣元事業主
の雇用する通常の労働者と同一の病気休職の取得
を認めなければならない。また、有期雇用労働者
である協定対象派遣労働者にも、労働契約が終了
するまでの期間を踏まえて、病気休職の取得を認
めなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、労働契約
の期間が１年である有期雇用労働者であり、かつ、
協定対象派遣労働者であるＹについて、病気休職
の期間は労働契約の期間が終了する日までとして
いる。

（５）法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔
休暇を除く。）であって、勤続期間に応じて取得を
認めているもの
　法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶
弔休暇を除く。）であって、勤続期間に応じて取得
を認めているものについて、派遣元事業主は、派
遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の勤続
期間である協定対象派遣労働者には、派遣元事業
主の雇用する通常の労働者と同一の法定外の有給
の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）
を付与しなければならない。なお、期間の定めの
ある労働契約を更新している場合には、当初の労
働契約の開始時から通算して勤続期間を評価する
ことを要する。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、長期勤続
者を対象とするリフレッシュ休暇について、業務
に従事した時間全体を通じた貢献に対する報償と
いう趣旨で付与していることから、Ｂ社に雇用され
る通常の労働者であるＸに対し、勤続10年で３日、
20年で５日、30年で７日の休暇を付与しており、
協定対象派遣労働者であるＹに対し、所定労働時
間に比例した日数を付与している。

４　福利厚生

（１）福利厚生施設（給食施設、休憩室及び更衣室をいう。
以下この（１）において同じ。）
　派遣先は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の事業所で働く派遣労働者には、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の福利厚生施設の利
用を認めなければならない。
　なお、派遣元事業主についても、労働者派遣法
第 30 条の３の規定に基づく義務を免れるもので
はない。

（２）転勤者用社宅
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の支給要件（例えば、転勤の有無、扶
養家族の有無、住宅の賃貸又は収入の額）を満た
す派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の転勤者用社宅の利用を認めなければ
ならない。

（３）慶弔休暇並びに健康診断に伴う
勤務免除及び有給の保障
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の慶弔休暇の付与並
びに健康診断に伴う勤務免除及び有給の保障を行
わなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ
社に雇用される通常の労働者であるＸと同様の出
勤日が設定されているＹに対しては、Ａ社がＸに付
与するのと同様に慶弔休暇を付与しているが、Ａ社
に派遣されている派遣労働者であって、週２日の
勤務であるＷに対しては、勤務日の振替での対応
を基本としつつ、振替が困難な場合のみ慶弔休暇
を付与している。

（４）病気休職
　派遣元事業主は、派遣労働者（期間の定めのあ
る労働者派遣に係る派遣労働者である場合を除

5　その他

（１）教育訓練であって、現在の職務の遂行に必要な技
能又は知識を習得するために実施するもの
　教育訓練であって、派遣先が、現在の業務の遂
行に必要な能力を付与するために実施するものに

ついて、派遣先は、派遣元事業主からの求めに応じ、
その雇用する通常の労働者と業務の内容が同一で
ある派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の
労働者と同一の教育訓練を実施する等必要な措置
を講じなければならない。なお、派遣元事業主に
ついても、労働者派遣法第 30 条の３の規定に基
づく義務を免れるものではない。
　また、派遣労働者と派遣先に雇用される通常の
労働者との間で業務の内容に一定の相違がある場
合においては、派遣元事業主は、派遣労働者と派
遣先に雇用される通常の労働者との間の職務の内
容、職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事
情の相違に応じた教育訓練を実施しなければなら
ない。
　なお、労働者派遣法第 30 条の２第１項の規定
に基づき、派遣元事業主は、派遣労働者に対し、
段階的かつ体系的な教育訓練を実施しなければな
らない。

（２）安全管理に関する措置又は給付
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業務環境に置かれている派遣労働者
には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の
安全管理に関する措置及び給付をしなければなら
ない。
　なお、派遣先及び派遣元事業主は、労働者派遣
法第 45 条等の規定に基づき、派遣労働者の安全
と健康を確保するための義務を履行しなければな
らない。

　協定対象派遣労働者の待遇に関して、原則となる考
え方及び具体例は次のとおりである。

第５ 協定対象派遣労働者

１　賃 金

２　福利厚生

　労働者派遣法第 30 条の４第１項第２号イにおいて、
協定対象派遣労働者の賃金の決定の方法については、
同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の
額として厚生労働省令で定めるものと同等以上の賃金
の額となるものでなければならないこととされている。
　また、同号ロにおいて、その賃金の決定の方法は、

参考資料２　短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針

協定対象派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、
能力又は経験その他の就業の実態に関する事項の向上
があった場合に賃金が改善されるものでなければなら
ないこととされている。
　さらに、同項第３号において、派遣元事業主は、こ
の方法により賃金を決定するに当たっては、協定対象
派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又
は経験その他の就業の実態に関する事項を公正に評価
し、その賃金を決定しなければならないこととされて
いる。

通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　

る。一方、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派
遣されている派遣労働者であるＹは、Ａ社に派遣さ
れている間転勤はなく、Ｂ社はＹに対し地域手当を
支給していない。



（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

（１）役職手当であって、
役職の内容に対して支給するもの
　役職手当であって、派遣先及び派遣元事業主が、
役職の内容に対して支給するものについて、派遣
元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の内容の役職に就く派遣労働者には、派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の役職手当を支
給しなければならない。また、役職の内容に一定
の相違がある場合においては、その相違に応じた
役職手当を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に
対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣
されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用さ
れる通常の労働者であるＸの役職と同一の役職
名（例えば、店長）であって同一の内容（例えば、
営業時間中の店舗の適切な運営）の役職に就く
Ｙに対し、Ａ社がＸに支給するのと同一の役職
手当を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に
対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣
されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用さ
れる通常の労働者であるＸの役職と同一の役職
名であって同一の内容の役職に就くＹに、所定
労働時間に比例した役職手当（例えば、所定労
働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
の派遣労働者にあっては、当該通常の労働者の
半分の役職手当）を支給している。

問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、役職手当について、役職の内容に対

して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣され
ている派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通常
の労働者であるＸの役職と同一の役職名であって
同一の内容の役職に就くＹに対し、Ａ社がＸに支給
するのに比べ役職手当を低く支給している。

（２）業務の危険度又は作業環境に応じて
支給される特殊作業手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の危険度又は作業環境の業務に従事す
る派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の特殊作業手当を支給しなければなら
ない。

（３）交替制勤務等の勤務形態に応じて
支給される特殊勤務手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の勤務形態で業務に従事する派遣労働
者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一
の特殊勤務手当を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社においては、就業する時間帯
又は曜日を特定して就業する通常の労働者には
労働者の採用が難しい早朝若しくは深夜又は土
日祝日に就業する場合に時給に上乗せして特殊
勤務手当を支給するが、就業する時間帯及び曜
日を特定していない通常の労働者には労働者の
採用が難しい時間帯又は曜日に勤務する場合で
あっても時給に上乗せして特殊勤務手当を支給
していない。派遣元事業主であるＢ社は、Ａ社
に派遣されている派遣労働者であって、就業す
る時間帯及び曜日を特定して就業していないＹ
に対し、採用が難しい時間帯や曜日に勤務する
場合であっても時給に上乗せして特殊勤務手当
を支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者
であるＸについては、入社に当たり、交替制
勤務に従事することは必ずしも確定しておら
ず、業務の繁閑等生産の都合に応じて通常勤
務又は交替制勤務のいずれにも従事する可能
性があり、交替制勤務に従事した場合に限り
特殊勤務手当が支給されている。派遣元事業
主であるＢ社からＡ社に派遣されている派遣
労働者であるＹについては、Ａ社への労働者派
遣に当たり、派遣先で交替制勤務に従事する
ことを明確にし、かつ、基本給にＡ社におい

て通常の労働者に支給される特殊勤務手当と
同一の交替制勤務の負荷分が盛り込まれてい
る。Ａ社には、職務の内容がＹと同一であり通
常勤務のみに従事することが予定され、実際
に通常勤務のみに従事する労働者であるＺが
いるところ、Ｂ社はＹに対し、Ａ社がＺに対し
て支給するのに比べ基本給を高く支給してい
る。Ａ社はＸに対して特殊勤務手当を支給して
いるが、Ｂ社はＹに対して特殊勤務手当を支給
していない。

（４）精皆勤手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と業務の内容が同一の派遣労働者には、派遣
先に雇用される通常の労働者と同一の精皆勤手当
を支給しなければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、考課上、欠勤に
ついてマイナス査定を行い、かつ、それが待遇に
反映される通常の労働者であるＸには、一定の日
数以上出勤した場合に精皆勤手当を支給している
が、派遣元事業主であるＢ社は、Ｂ社からＡ社に派
遣されている派遣労働者であって、考課上、欠勤
についてマイナス査定を行っていないＹには、マ
イナス査定を行っていないこととの見合いの範囲
内で、精皆勤手当を支給していない。

（５）時間外労働に対して支給される手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者の所定労働時間を超えて、当該通常の労働者
と同一の時間外労働を行った派遣労働者には、当
該通常の労働者の所定労働時間を超えた時間につ
き、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の割
増率等で、時間外労働に対して支給される手当を
支給しなければならない。

（６）深夜労働又は休日労働に対して支給される手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の深夜労働又は休日労働を行った派遣
労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の割増率等で、深夜労働又は休日労働に対し
て支給される手当を支給しなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ

社に雇用される通常の労働者であるＸと時間数及
び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を
行ったＹに対し、Ａ社がＸに支給するのと同一の深
夜労働又は休日労働に対して支給される手当を支
給している。
問題となる例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ
社に雇用される通常の労働者であるＸと時間数及
び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を
行ったＹに対し、Ｙが派遣労働者であることから、
深夜労働又は休日労働に対して支給される手当の
単価を当該通常の労働者より低く設定している。

（７）通勤手当及び出張旅費
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の通勤手当及び出張
旅費を支給しなければならない。
問題とならない例
イ 派遣先であるＡ社においては、本社の採用であ
る労働者に対し、交通費実費の全額に相当する
通勤手当を支給しているが、派遣元事業主であ
るＢ社は、それぞれの店舗の採用である労働者
については、当該店舗の近隣から通うことがで
きる交通費に相当する額に通勤手当の上限を設
定して当該上限の額の範囲内で通勤手当を支給
しているところ、Ｂ社の店舗採用であってＡ社
に派遣される派遣労働者であるＹが、Ａ社への
労働者派遣の開始後、本人の都合で通勤手当の
上限の額では通うことができないところへ転居
してなお通い続けている場合には、当該上限の
額の範囲内で通勤手当を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通勤手当につい
て、所定労働日数が多い（例えば、週４日以上）
通常の労働者に、月額の定期券の金額に相当す
る額を支給しているが、派遣元事業主であるＢ
社においては、Ａ社に派遣されている派遣労働者
であって、所定労働日数が少ない（例えば、週
３日以下）又は出勤日数が変動する派遣労働者
に、日額の交通費に相当する額を支給している。

（８）労働時間の途中に食事のための休憩時間がある労
働者に対する食費の負担補助として支給される食
事手当
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇

用される通常の労働者と同一の食事手当を支給し
なければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、その労働時間の
途中に昼食のための休憩時間がある通常の労働者
であるＸに食事手当を支給している。その一方で、
派遣元事業主であるＢ社においては、Ａ社に派遣さ
れている派遣労働者であって、その労働時間の途
中に昼食のための休憩時間がない（例えば、午後
２時から午後５時までの勤務）派遣労働者である
Ｙに支給していない。
問題となる例
　派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸに食事手当を支給している。派遣元事業主
であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派遣
労働者であるＹにＡ社がＸに支給するのに比べ食
事手当を低く支給している。

（９）単身赴任手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の支給要件を満たす派遣労働者には、
派遣先に雇用される通常の労働者と同一の単身赴
任手当を支給しなければならない。

（10）特定の地域で働く労働者に対する
補償として支給される地域手当
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の地域で働く派遣労働者には、派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の地域手当を支
給しなければならない。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸについて、全国一律の基本給の体系を適用
し、転勤があることから、地域の物価等を勘案し
た地域手当を支給している。一方で、派遣元事業
主であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派
遣労働者であるＹについては、Ａ社に派遣されてい
る間は勤務地の変更がなく、その派遣先の所在す
る地域で基本給を設定しており、その中で地域の
物価が基本給に盛り込まれているため、地域手当
を支給していない。
問題となる例
　派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸは、その地域で採用され転勤はないにもか
かわらず、Ａ社はＸに対し地域手当を支給してい

く。）には、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の病気休職の取得を認めなければならない。ま
た、期間の定めのある労働者派遣に係る派遣労働
者にも、当該派遣先における派遣就業が終了する
までの期間を踏まえて、病気休職の取得を認めな
ければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、当該派遣
先における派遣就業期間が１年である派遣労働者
であるＹについて、病気休職の期間は当該派遣就
業の期間が終了する日までとしている。

（５）法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休
暇を除く。）であって、勤続期間（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における就業期間。以下この（５）
において同じ。）に応じて取得を認めているもの
　法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶
弔休暇を除く。）であって、派遣先及び派遣元事業
主が、勤続期間に応じて取得を認めているものに
ついて、派遣元事業主は、当該派遣先に雇用され
る通常の労働者と同一の勤続期間である派遣労働
者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一
の法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶
弔休暇を除く。）を付与しなければならない。なお、
当該派遣先において期間の定めのある労働者派遣
契約を更新している場合には、当初の派遣就業の
開始時から通算して就業期間を評価することを要
する。
問題とならない例
　派遣先であるＡ社においては、長期勤続者を対
象とするリフレッシュ休暇について、業務に従事
した時間全体を通じた貢献に対する報償という趣
旨で付与していることから、通常の労働者である
Ｘに対し、勤続 10 年で３日、20 年で５日、30
年で７日の休暇を付与している。派遣元事業主で
あるＢ社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であ
るＹに対し、所定労働時間に比例した日数を付与
している。

（１）福利厚生施設（給食施設、休憩室及び更衣室をいう。
以下この（１）において同じ。）
　派遣先は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の事業所で働く協定対象派遣労働者には、派
遣先に雇用される通常の労働者と同一の福利厚生
施設の利用を認めなければならない。
　なお、派遣元事業主についても、労働者派遣法
第 30 条の３の規定に基づく義務を免れるもので
はない。

（２）転勤者用社宅
　派遣元事業主は、派遣元事業主の雇用する通常
の労働者と同一の支給要件（例えば、転勤の有無、
扶養家族の有無、住宅の賃貸又は収入の額）を満
たす協定対象派遣労働者には、派遣元事業主の雇
用する通常の労働者と同一の転勤者用社宅の利用
を認めなければならない。

（３）慶弔休暇並びに健康診断に伴う
勤務免除及び有給の保障
　派遣元事業主は、協定対象派遣労働者にも、派
遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の慶弔
休暇の付与並びに健康診断に伴う勤務免除及び有
給の保障を行わなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、慶弔休暇
について、Ｂ社の雇用する通常の労働者であるＸと
同様の出勤日が設定されている協定対象派遣労働
者であるＹに対しては、通常の労働者と同様に慶
弔休暇を付与しているが、週２日の勤務の協定対
象派遣労働者であるＷに対しては、勤務日の振替
での対応を基本としつつ、振替が困難な場合のみ
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慶弔休暇を付与している。

（４）病気休職
　派遣元事業主は、協定対象派遣労働者（有期雇
用労働者である場合を除く。）には、派遣元事業主
の雇用する通常の労働者と同一の病気休職の取得
を認めなければならない。また、有期雇用労働者
である協定対象派遣労働者にも、労働契約が終了
するまでの期間を踏まえて、病気休職の取得を認
めなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、労働契約
の期間が１年である有期雇用労働者であり、かつ、
協定対象派遣労働者であるＹについて、病気休職
の期間は労働契約の期間が終了する日までとして
いる。

（５）法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔
休暇を除く。）であって、勤続期間に応じて取得を
認めているもの
　法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶
弔休暇を除く。）であって、勤続期間に応じて取得
を認めているものについて、派遣元事業主は、派
遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の勤続
期間である協定対象派遣労働者には、派遣元事業
主の雇用する通常の労働者と同一の法定外の有給
の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）
を付与しなければならない。なお、期間の定めの
ある労働契約を更新している場合には、当初の労
働契約の開始時から通算して勤続期間を評価する
ことを要する。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、長期勤続
者を対象とするリフレッシュ休暇について、業務
に従事した時間全体を通じた貢献に対する報償と
いう趣旨で付与していることから、Ｂ社に雇用され
る通常の労働者であるＸに対し、勤続10年で３日、
20年で５日、30年で７日の休暇を付与しており、
協定対象派遣労働者であるＹに対し、所定労働時
間に比例した日数を付与している。

４　福利厚生

（１）福利厚生施設（給食施設、休憩室及び更衣室をいう。
以下この（１）において同じ。）
　派遣先は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の事業所で働く派遣労働者には、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の福利厚生施設の利
用を認めなければならない。
　なお、派遣元事業主についても、労働者派遣法
第 30 条の３の規定に基づく義務を免れるもので
はない。

（２）転勤者用社宅
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の支給要件（例えば、転勤の有無、扶
養家族の有無、住宅の賃貸又は収入の額）を満た
す派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の転勤者用社宅の利用を認めなければ
ならない。

（３）慶弔休暇並びに健康診断に伴う
勤務免除及び有給の保障
　派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の慶弔休暇の付与並
びに健康診断に伴う勤務免除及び有給の保障を行
わなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先で
あるＡ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ
社に雇用される通常の労働者であるＸと同様の出
勤日が設定されているＹに対しては、Ａ社がＸに付
与するのと同様に慶弔休暇を付与しているが、Ａ社
に派遣されている派遣労働者であって、週２日の
勤務であるＷに対しては、勤務日の振替での対応
を基本としつつ、振替が困難な場合のみ慶弔休暇
を付与している。

（４）病気休職
　派遣元事業主は、派遣労働者（期間の定めのあ
る労働者派遣に係る派遣労働者である場合を除

5　その他

（１）教育訓練であって、現在の職務の遂行に必要な技
能又は知識を習得するために実施するもの
　教育訓練であって、派遣先が、現在の業務の遂
行に必要な能力を付与するために実施するものに

ついて、派遣先は、派遣元事業主からの求めに応じ、
その雇用する通常の労働者と業務の内容が同一で
ある派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の
労働者と同一の教育訓練を実施する等必要な措置
を講じなければならない。なお、派遣元事業主に
ついても、労働者派遣法第 30 条の３の規定に基
づく義務を免れるものではない。
　また、派遣労働者と派遣先に雇用される通常の
労働者との間で業務の内容に一定の相違がある場
合においては、派遣元事業主は、派遣労働者と派
遣先に雇用される通常の労働者との間の職務の内
容、職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事
情の相違に応じた教育訓練を実施しなければなら
ない。
　なお、労働者派遣法第 30 条の２第１項の規定
に基づき、派遣元事業主は、派遣労働者に対し、
段階的かつ体系的な教育訓練を実施しなければな
らない。

（２）安全管理に関する措置又は給付
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業務環境に置かれている派遣労働者
には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の
安全管理に関する措置及び給付をしなければなら
ない。
　なお、派遣先及び派遣元事業主は、労働者派遣
法第 45 条等の規定に基づき、派遣労働者の安全
と健康を確保するための義務を履行しなければな
らない。

　協定対象派遣労働者の待遇に関して、原則となる考
え方及び具体例は次のとおりである。

第５ 協定対象派遣労働者

１　賃 金

２　福利厚生

　労働者派遣法第 30 条の４第１項第２号イにおいて、
協定対象派遣労働者の賃金の決定の方法については、
同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の
額として厚生労働省令で定めるものと同等以上の賃金
の額となるものでなければならないこととされている。
　また、同号ロにおいて、その賃金の決定の方法は、

参考資料２　短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針

協定対象派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、
能力又は経験その他の就業の実態に関する事項の向上
があった場合に賃金が改善されるものでなければなら
ないこととされている。
　さらに、同項第３号において、派遣元事業主は、こ
の方法により賃金を決定するに当たっては、協定対象
派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又
は経験その他の就業の実態に関する事項を公正に評価
し、その賃金を決定しなければならないこととされて
いる。

通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　

る。一方、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派
遣されている派遣労働者であるＹは、Ａ社に派遣さ
れている間転勤はなく、Ｂ社はＹに対し地域手当を
支給していない。



（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

（１）福利厚生施設（給食施設、休憩室及び更衣室をいう。
以下この（１）において同じ。）
　派遣先は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の事業所で働く協定対象派遣労働者には、派
遣先に雇用される通常の労働者と同一の福利厚生
施設の利用を認めなければならない。
　なお、派遣元事業主についても、労働者派遣法
第 30 条の３の規定に基づく義務を免れるもので
はない。

（２）転勤者用社宅
　派遣元事業主は、派遣元事業主の雇用する通常
の労働者と同一の支給要件（例えば、転勤の有無、
扶養家族の有無、住宅の賃貸又は収入の額）を満
たす協定対象派遣労働者には、派遣元事業主の雇
用する通常の労働者と同一の転勤者用社宅の利用
を認めなければならない。

（３）慶弔休暇並びに健康診断に伴う
勤務免除及び有給の保障
　派遣元事業主は、協定対象派遣労働者にも、派
遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の慶弔
休暇の付与並びに健康診断に伴う勤務免除及び有
給の保障を行わなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、慶弔休暇
について、Ｂ社の雇用する通常の労働者であるＸと
同様の出勤日が設定されている協定対象派遣労働
者であるＹに対しては、通常の労働者と同様に慶
弔休暇を付与しているが、週２日の勤務の協定対
象派遣労働者であるＷに対しては、勤務日の振替
での対応を基本としつつ、振替が困難な場合のみ
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慶弔休暇を付与している。

（４）病気休職
　派遣元事業主は、協定対象派遣労働者（有期雇
用労働者である場合を除く。）には、派遣元事業主
の雇用する通常の労働者と同一の病気休職の取得
を認めなければならない。また、有期雇用労働者
である協定対象派遣労働者にも、労働契約が終了
するまでの期間を踏まえて、病気休職の取得を認
めなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、労働契約
の期間が１年である有期雇用労働者であり、かつ、
協定対象派遣労働者であるＹについて、病気休職
の期間は労働契約の期間が終了する日までとして
いる。

（５）法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔
休暇を除く。）であって、勤続期間に応じて取得を
認めているもの
　法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶
弔休暇を除く。）であって、勤続期間に応じて取得
を認めているものについて、派遣元事業主は、派
遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の勤続
期間である協定対象派遣労働者には、派遣元事業
主の雇用する通常の労働者と同一の法定外の有給
の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）
を付与しなければならない。なお、期間の定めの
ある労働契約を更新している場合には、当初の労
働契約の開始時から通算して勤続期間を評価する
ことを要する。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、長期勤続
者を対象とするリフレッシュ休暇について、業務
に従事した時間全体を通じた貢献に対する報償と
いう趣旨で付与していることから、Ｂ社に雇用され
る通常の労働者であるＸに対し、勤続10年で３日、
20年で５日、30年で７日の休暇を付与しており、
協定対象派遣労働者であるＹに対し、所定労働時
間に比例した日数を付与している。

（１）教育訓練であって、現在の職務の遂行に必要な
技能又は知識を習得するために実施するもの

　教育訓練であって、派遣先が、現在の業務の遂行に
必要な能力を付与するために実施するものについて、
派遣先は、派遣元事業主からの求めに応じ、派遣先に
雇用される通常の労働者と業務の内容が同一である協
定対象派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の教育訓練を実施する等必要な措置を講じ
なければならない。なお、派遣元事業主についても、
労働者派遣法第 30 条の３の規定に基づく義務を免れ
るものではない。
　また、協定対象派遣労働者と派遣元事業主が雇用す
る通常の労働者との間で業務の内容に一定の相違があ
る場合においては、派遣元事業主は、協定対象派遣労
働者と派遣元事業主の雇用する通常の労働者との間の
職務の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲その他
の事情の相違に応じた教育訓練を実施しなければなら
ない。
　なお、労働者派遣法第 30条の２第１項の規定に基づ
き、派遣元事業主は、協定対象派遣労働者に対し、段
階的かつ体系的な教育訓練を実施しなければならない。

（２）安全管理に関する措置及び給付
　派遣元事業主は、派遣元事業主の雇用する通常の労
働者と同一の業務環境に置かれている協定対象派遣労
働者には、派遣元事業主の雇用する通常の労働者と同
一の安全管理に関する措置及び給付をしなければなら
ない。
　なお、派遣先及び派遣元事業主は、労働者派遣法第
45 条等の規定に基づき、協定対象派遣労働者の安全と
健康を確保するための義務を履行しなければならない。

３　その他

待遇情報の提供のモデル様式（厚生労働省）
参考資料 3

平成　年　月　日

比較対象労働者の待遇等に関する情報提供

　　　　（派遣元）　　　　御中

　　　　（派遣先）　　　　
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労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第26条第７項に基
づき、比較対象労働者の待遇等に関する情報を下記のとおり情報提供いたします。

１．比較対象労働者の職務の内容（業務の内容及び責任の程度）、当該職務の内容及び配置の変
　　更の範囲並びに雇用形態

（１）業務の内容
① 職種：
② 中核的業務：
③ その他の業務：
 
（２）責任の程度
① 権限の範囲　　　　： 
② トラブル・緊急対応 ： 
③ 成果への期待・役割 ： 
④ 所定外労働　　　   ： 
（⑤ その他　　　　　  ：       ）

（３）職務の内容及び配置の変更の範囲
① 職務の内容の変更の範囲： 
② 配置の変更の範囲： 

（４）雇用形態
例１：正社員（年間所定労働時間●時間）
例２：有期雇用労働者（年間所定労働時間●時間、通算雇用期間●年）
例３：仮想の通常の労働者（年間所定労働時間●時間）

２．比較対象労働者を選定した理由

　比較対象労働者：

　　　　　（理由）

通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　

参考資料３　待遇情報の提供のモデル様式（厚生労働省）



（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

（１）福利厚生施設（給食施設、休憩室及び更衣室をいう。
以下この（１）において同じ。）
　派遣先は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の事業所で働く協定対象派遣労働者には、派
遣先に雇用される通常の労働者と同一の福利厚生
施設の利用を認めなければならない。
　なお、派遣元事業主についても、労働者派遣法
第 30 条の３の規定に基づく義務を免れるもので
はない。

（２）転勤者用社宅
　派遣元事業主は、派遣元事業主の雇用する通常
の労働者と同一の支給要件（例えば、転勤の有無、
扶養家族の有無、住宅の賃貸又は収入の額）を満
たす協定対象派遣労働者には、派遣元事業主の雇
用する通常の労働者と同一の転勤者用社宅の利用
を認めなければならない。

（３）慶弔休暇並びに健康診断に伴う
勤務免除及び有給の保障
　派遣元事業主は、協定対象派遣労働者にも、派
遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の慶弔
休暇の付与並びに健康診断に伴う勤務免除及び有
給の保障を行わなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、慶弔休暇
について、Ｂ社の雇用する通常の労働者であるＸと
同様の出勤日が設定されている協定対象派遣労働
者であるＹに対しては、通常の労働者と同様に慶
弔休暇を付与しているが、週２日の勤務の協定対
象派遣労働者であるＷに対しては、勤務日の振替
での対応を基本としつつ、振替が困難な場合のみ
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慶弔休暇を付与している。

（４）病気休職
　派遣元事業主は、協定対象派遣労働者（有期雇
用労働者である場合を除く。）には、派遣元事業主
の雇用する通常の労働者と同一の病気休職の取得
を認めなければならない。また、有期雇用労働者
である協定対象派遣労働者にも、労働契約が終了
するまでの期間を踏まえて、病気休職の取得を認
めなければならない。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、労働契約
の期間が１年である有期雇用労働者であり、かつ、
協定対象派遣労働者であるＹについて、病気休職
の期間は労働契約の期間が終了する日までとして
いる。

（５）法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔
休暇を除く。）であって、勤続期間に応じて取得を
認めているもの
　法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶
弔休暇を除く。）であって、勤続期間に応じて取得
を認めているものについて、派遣元事業主は、派
遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の勤続
期間である協定対象派遣労働者には、派遣元事業
主の雇用する通常の労働者と同一の法定外の有給
の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）
を付与しなければならない。なお、期間の定めの
ある労働契約を更新している場合には、当初の労
働契約の開始時から通算して勤続期間を評価する
ことを要する。
問題とならない例
　派遣元事業主であるＢ社においては、長期勤続
者を対象とするリフレッシュ休暇について、業務
に従事した時間全体を通じた貢献に対する報償と
いう趣旨で付与していることから、Ｂ社に雇用され
る通常の労働者であるＸに対し、勤続10年で３日、
20年で５日、30年で７日の休暇を付与しており、
協定対象派遣労働者であるＹに対し、所定労働時
間に比例した日数を付与している。

（１）教育訓練であって、現在の職務の遂行に必要な
技能又は知識を習得するために実施するもの

　教育訓練であって、派遣先が、現在の業務の遂行に
必要な能力を付与するために実施するものについて、
派遣先は、派遣元事業主からの求めに応じ、派遣先に
雇用される通常の労働者と業務の内容が同一である協
定対象派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の教育訓練を実施する等必要な措置を講じ
なければならない。なお、派遣元事業主についても、
労働者派遣法第 30 条の３の規定に基づく義務を免れ
るものではない。
　また、協定対象派遣労働者と派遣元事業主が雇用す
る通常の労働者との間で業務の内容に一定の相違があ
る場合においては、派遣元事業主は、協定対象派遣労
働者と派遣元事業主の雇用する通常の労働者との間の
職務の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲その他
の事情の相違に応じた教育訓練を実施しなければなら
ない。
　なお、労働者派遣法第 30条の２第１項の規定に基づ
き、派遣元事業主は、協定対象派遣労働者に対し、段
階的かつ体系的な教育訓練を実施しなければならない。

（２）安全管理に関する措置及び給付
　派遣元事業主は、派遣元事業主の雇用する通常の労
働者と同一の業務環境に置かれている協定対象派遣労
働者には、派遣元事業主の雇用する通常の労働者と同
一の安全管理に関する措置及び給付をしなければなら
ない。
　なお、派遣先及び派遣元事業主は、労働者派遣法第
45 条等の規定に基づき、協定対象派遣労働者の安全と
健康を確保するための義務を履行しなければならない。

３　その他

待遇情報の提供のモデル様式（厚生労働省）
参考資料 3

平成　年　月　日

比較対象労働者の待遇等に関する情報提供

　　　　（派遣元）　　　　御中

　　　　（派遣先）　　　　
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労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第26条第７項に基
づき、比較対象労働者の待遇等に関する情報を下記のとおり情報提供いたします。

１．比較対象労働者の職務の内容（業務の内容及び責任の程度）、当該職務の内容及び配置の変
　　更の範囲並びに雇用形態

（１）業務の内容
① 職種：
② 中核的業務：
③ その他の業務：
 
（２）責任の程度
① 権限の範囲　　　　： 
② トラブル・緊急対応 ： 
③ 成果への期待・役割 ： 
④ 所定外労働　　　   ： 
（⑤ その他　　　　　  ：       ）

（３）職務の内容及び配置の変更の範囲
① 職務の内容の変更の範囲： 
② 配置の変更の範囲： 

（４）雇用形態
例１：正社員（年間所定労働時間●時間）
例２：有期雇用労働者（年間所定労働時間●時間、通算雇用期間●年）
例３：仮想の通常の労働者（年間所定労働時間●時間）

２．比較対象労働者を選定した理由

　比較対象労働者：

　　　　　（理由）

通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　

参考資料３　待遇情報の提供のモデル様式（厚生労働省）



（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

＜参考：チェックリスト＞
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通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　

参考資料３　待遇情報の提供のモデル様式（厚生労働省）

３．待遇の内容等

（１）比較対象労働者の待遇のそれぞれの内容（昇給、賞与その他の主な待遇がない場合にはその旨）

（２）比較対象労働者の待遇のそれぞれの性質及び待遇を行う目的

（３）待遇のそれぞれを決定するに当たって考慮した事項

対象者の有無（○or×）比較対象労働者（次の❶～❻の優先順位により選出）

❶ 職務の内容並びに当該職務の内容及び配置の変更の範囲が派遣労
働者と同一であると見込まれる通常の労働者

❷ 職務の内容が派遣労働者と同一であると見込まれる通常の労働者

❸ 業務の内容又は責任の程度のいずれかが派遣労働者と同一である
見込まれる通常の労働者

❹ 職務の内容及び配置の変更の範囲が派遣労働者と同一であると見
込まれる通常の労働者

❺ ❶から❹までに相当する短時間・有期雇用労働者
　 ※派遣先の通常の労働者との間で短時間・有期雇用労働法等に基づく均衡が
　　 確保されている者に限る。

❻ 派遣労働者と同一の職務の内容で業務に従事させるために新たに
通常の労働者を雇い入れたと仮定した場合における当該通常の労
働者（仮想の通常の労働者）

　 ※派遣先の通常の労働者との間で適切な待遇が確保されている者に限る。

待遇の種類　制度　有・無

待遇の内容 待遇の性質・目的 待遇決定に当たって考慮した事項

円 する目的 を考慮

①　基本給

円 する目的 を考慮

②　賞与

円 する目的 を考慮

③　役職手当：有・無

円 する目的 を考慮

④　特殊作業手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑤　特殊勤務手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑥　精皆勤手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑦　時間外労働手当（法定割増率以上）：有・無

円 する目的 を考慮

⑧　深夜及び休日労働手当（法定割増率以上）：有・無

円 する目的 を考慮

⑨　通勤手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑩　出張旅費：有・無

円 する目的 を考慮

⑪　食事手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑫　単身赴任手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑬　地域手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑭　食堂：有・無

円 する目的 を考慮

⑮　休憩室：有・無

円 する目的 を考慮

⑯　更衣室：有・無

円 する目的 を考慮

⑰　転勤者用社宅：有・無

円 する目的 を考慮

⑱　慶弔休暇：有・無

円 する目的 を考慮

⑲　健康診断に伴う勤務免除及び有給：有・無



（１）基本給であって、
労働者の能力又は経験に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の能力又は経験に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者に
は、能力又は経験に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、能力又は経験に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
問題とならない例 
イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じ
て支給している派遣先であるＡ社において、あ
る能力の向上のための特殊なキャリアコースを
設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、
このキャリアコースを選択し、その結果として
その能力を習得したため、その能力に応じた基
本給をＸに支給している。これに対し、派遣元
事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派
遣労働者であるＹは、その能力を習得していな
いため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹに
は支給していない。

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の
内容及び勤務地の変更がある通常の労働者の総
合職であるＸは、管理職となるためのキャリア
コースの一環として、新卒採用後の数年間、店
舗等において、派遣元事業主であるＢ社からＡ
社に派遣されている派遣労働者であってＡ社で
就業する間は職務の内容及び配置に変更のない
Ｙの助言を受けながら、Ｙと同様の定型的な業

務に従事している。Ａ社がＸにキャリアコース
の一環として当該定型的な業務に従事させてい
ることを踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的
な業務における能力又は経験はＸを上回ってい
るものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。

ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇
用労働者であったが、能力又は経験が一定の水
準を満たしたため定期的に職務の内容及び勤務
地に変更がある通常の労働者として登用された
Ｘと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣
されている派遣労働者であるＹとが同一の職場
で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就
業する間は職務の内容及び勤務地に変更がない
ことを理由に、Ｙに対して、Ｘほど基本給を高く
支給していない。

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者で
あるＸと、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹとが同一の
能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社
がＸに適用するのと同じ基準をＹに適用し、就
業の時間帯や就業日が土日祝日か否か等の違い
により、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本
給との間に差を設けている。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給について、労働者の能力又は
経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に
派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に
雇用される通常の労働者であるＸに比べて経験が
少ないことを理由として、Ａ社がＸに支給するほど
基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経
験はＸの現在の業務に関連性を持たない。

（２）基本給であって、
労働者の業績又は成果に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の業績又は成果に応じて支給するものについ
て、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労
働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者に
は、業績又は成果に応じた部分につき、派遣先に雇
用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなけ
ればならない。また、業績又は成果に一定の相違が
ある場合においては、その相違に応じた基本給を支
給しなければならない。
　なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に

応じた手当を支給する場合も同様である。
問題とならない例 
イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の
業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ
社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であっ
て、所定労働時間がＡ社に雇用される通常の労
働者の半分であるＹに対し、その販売実績がＡ
社に雇用される通常の労働者に設定されている
販売目標の半分の数値に達した場合には、Ａ社
に雇用される通常の労働者が販売目標を達成し
た場合の半分を支給している。

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者で
あるＸは、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に
派遣されている派遣労働者であるＹと同様の業
務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効
率及び品質の目標値に対する責任を負ってお
り、当該目標値を達成していない場合、待遇上
の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ
社における生産効率及び品質の目標値に対する
責任を負っておらず、当該目標値を達成してい
ない場合にも、待遇上の不利益を課されていな
い。Ｂ社はＹに対し、待遇上の不利益を課して
いないこととの見合いに応じて、Ａ社がＸに支
給するほど基本給を高く支給していない。

問題となる例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
においては、基本給の一部について、労働者の業
績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ社は、
Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定
労働時間がＡ社に雇用される通常の労働者の半分
であるＹに対し、当該通常の労働者が販売目標を
達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについ
て当該通常の労働者と同一の販売目標を設定し、
それを達成しない場合には行っていない。

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者
にあっては、当該派遣先における就業期間。以下
この（３）において同じ。）に応じて支給するもの
　基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続年数に応じて支給するものについて、派
遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と
同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に
応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の基本給を支給しなければならない。また、

勤続年数に一定の相違がある場合においては、その
相違に応じた基本給を支給しなければならない。
問題とならない例 
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の
開始時から通算して就業期間を評価した上で基本
給を支給している。
問題となる例
　派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社
は、基本給について、労働者の勤続年数に応じて
支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣している
期間の定めのある労働者派遣契約を更新している
派遣労働者であるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派
遣の開始時から通算して就業期間を評価せず、そ
の時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間
のみにより就業期間を評価した上で基本給を支給
している。

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっ
ては、当該派遣先における派遣就業の継続。以下
この（４）において同じ。）による能力の向上に応じ
て行うもの
　昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労
働者の勤続による能力の向上に応じて行うものに
ついて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派
遣労働者には、勤続による能力の向上に応じた部
分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同
一の昇給を行わなければならない。また、勤続に
よる能力の向上に一定の相違がある場合において
は、その相違に応じた昇給を行わなければならな
い。

注
派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に
賃金の決定基準・ルールの相違がある場合の取扱い
　派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基
本給、賞与、各種手当等の賃金に相違がある場合において、
その要因として当該通常の労働者と派遣労働者の賃金の決
定基準・ルールの相違があるときは、「派遣労働者に対する
派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通常
の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、
賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な
説明では足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、当該

＜参考：チェックリスト＞
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通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、当該職務の内容
及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性
質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるも
のの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認めら
れるものであってはならない。　

参考資料３　待遇情報の提供のモデル様式（厚生労働省）

３．待遇の内容等

（１）比較対象労働者の待遇のそれぞれの内容（昇給、賞与その他の主な待遇がない場合にはその旨）

（２）比較対象労働者の待遇のそれぞれの性質及び待遇を行う目的

（３）待遇のそれぞれを決定するに当たって考慮した事項

対象者の有無（○or×）比較対象労働者（次の❶～❻の優先順位により選出）

❶ 職務の内容並びに当該職務の内容及び配置の変更の範囲が派遣労
働者と同一であると見込まれる通常の労働者

❷ 職務の内容が派遣労働者と同一であると見込まれる通常の労働者

❸ 業務の内容又は責任の程度のいずれかが派遣労働者と同一である
見込まれる通常の労働者

❹ 職務の内容及び配置の変更の範囲が派遣労働者と同一であると見
込まれる通常の労働者

❺ ❶から❹までに相当する短時間・有期雇用労働者
　 ※派遣先の通常の労働者との間で短時間・有期雇用労働法等に基づく均衡が
　　 確保されている者に限る。

❻ 派遣労働者と同一の職務の内容で業務に従事させるために新たに
通常の労働者を雇い入れたと仮定した場合における当該通常の労
働者（仮想の通常の労働者）

　 ※派遣先の通常の労働者との間で適切な待遇が確保されている者に限る。

待遇の種類　制度　有・無

待遇の内容 待遇の性質・目的 待遇決定に当たって考慮した事項

円 する目的 を考慮

①　基本給

円 する目的 を考慮

②　賞与

円 する目的 を考慮

③　役職手当：有・無

円 する目的 を考慮

④　特殊作業手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑤　特殊勤務手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑥　精皆勤手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑦　時間外労働手当（法定割増率以上）：有・無

円 する目的 を考慮

⑧　深夜及び休日労働手当（法定割増率以上）：有・無

円 する目的 を考慮

⑨　通勤手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑩　出張旅費：有・無

円 する目的 を考慮

⑪　食事手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑫　単身赴任手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑬　地域手当：有・無

円 する目的 を考慮

⑭　食堂：有・無

円 する目的 を考慮

⑮　休憩室：有・無

円 する目的 を考慮

⑯　更衣室：有・無

円 する目的 を考慮

⑰　転勤者用社宅：有・無

円 する目的 を考慮

⑱　慶弔休暇：有・無

円 する目的 を考慮

⑲　健康診断に伴う勤務免除及び有給：有・無



※個々の待遇に係る制度がある場合には、（１）～（３）の事項を情報提供することが必要であり、当該制度がな
い場合には、制度がない旨を情報提供することが必要。
　制度がない場合には、表形式ではなく、制度がない個々の待遇をまとめて記載することでも差し支えない。
＜制度がない旨の記載例＞
●●手当、●●手当、●●手当、●●休暇については、制度がないため、支給等していない。

※提供すべき情報が形式的に不足していた場合、虚偽の情報を提供した場合、比較対象労働者の選定が不適切
であった場合等については、労働者派遣法第26条第７項違反として、派遣先（労働者派遣の役務の提供を
受ける者）の勧告及び公表の対象となる場合があるため、正確に情報提供すること。

※派遣元は、派遣先から提供された比較対象労働者の待遇等に関する情報のうち個人情報に該当するものの保
管及び使用について、派遣労働者の待遇の確保等の目的の範囲に限ること。個人情報に該当しない待遇情報
の保管及び使用等についても、派遣労働者の待遇の確保等の目的の範囲に限定する等適切な対応が必要とな
ること。
　また、比較対象労働者の待遇等に関する情報は労働者派遣法第二十四条の四の秘密を守る義務の対象とな
るため、派遣元は、正当な理由なく、当該情報を他に漏らしてはならないこと。
　これらに違反する派遣元は、指導等の対象となることに留意すること。
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労使協定例（連合作成）
参考資料４

協定対象の派遣労働者の待遇に関する労使協定（例）

（連合作成） 

第
１
号

「
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用
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れ
る

派
遣
労
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者
の
範
囲
」

第
６
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「
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の
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労
省
令
で

定
め
る
事
項
」

第
２
号
イ

「
賃
金
の
決
定
方
法
」

…

株式会社　　　　　　人材サービス株式会社（以下「会社」という）と　　　　　人材サービ

ス労働組合（以下「組合」という）は、労働者派遣法第30条の４第１項の規定（労使協定方式）

に基づき待遇を決定する派遣労働者の待遇に関し、次のとおり協定する。

対象となる派遣労働者の範囲
第１条　本協定は、派遣先で次の各号の業務に従事する従業員（以下「対象従業員」という）

に適用する。

    （１） 　　　　　職種

    （２） 　　　　　職種

２　対象従業員については、派遣先が変更される頻度が高いことから、中長期的なキャリア

形成を行い所得の不安定化を防ぐ等のため、本労使協定の対象とする。

３　会社は、対象従業員について、一の労働契約の契約期間中に本協定の適用を除外しない

ものとする。

賃金の構成
第２条　対象従業員の賃金は、基本給、一時金、時間外労働手当、深夜・休日労働手当、通

勤手当、退職手当とする。

同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額
第３条　対象従業員の基本給及び一時金の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労

働者の平均的な賃金の額」（時給換算）は次の各号のとおりとする。

（１）使用する統計は、厚生労働省通達「労働者派遣法第30条の４第１項第２号イ

の同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額について」（以下「通

達」という）の「平成　　年賃金構造基本統計調査」とする。

（２）第１条第１項各号に定める各職種と、比較対象となる「賃金構造基本統計調査」

における職種との対応は以下のとおりとする。

【ポイント】
労働契約期間中に、労使協定の対象から派遣先均等・均衡方式に変更することについては、

派遣労働者の労働条件が不安定になり、派遣労働者の長期的なキャリア形成を阻害する可能

性があるため、認めないようにしましょう。派遣法第30条の４第１項第６号及び派遣則第

25条の10第３号により、「特段の事情がない限り」一の労働契約期間中に、派遣先の変更を

理由として待遇決定方式を変更しようとしないことを労使協定に定めることとされています。

円 する目的 を考慮

⑳　病気休職：有・無

円 する目的 を考慮

㉑　法定外の休暇（慶弔休暇を除く）：有・無

円 する目的 を考慮

㉒　教育訓練：有・無

円 する目的 を考慮

㉓　安全管理に関する措置及び給付：有・無

円 する目的 を考慮

㉔　退職手当：有・無

円 する目的 を考慮

㉕　住宅手当：有・無

円 する目的 を考慮

㉖　家族手当：有・無

円 する目的 を考慮

㉗　●●●：有・無



※個々の待遇に係る制度がある場合には、（１）～（３）の事項を情報提供することが必要であり、当該制度がな
い場合には、制度がない旨を情報提供することが必要。
　制度がない場合には、表形式ではなく、制度がない個々の待遇をまとめて記載することでも差し支えない。
＜制度がない旨の記載例＞
●●手当、●●手当、●●手当、●●休暇については、制度がないため、支給等していない。

※提供すべき情報が形式的に不足していた場合、虚偽の情報を提供した場合、比較対象労働者の選定が不適切
であった場合等については、労働者派遣法第26条第７項違反として、派遣先（労働者派遣の役務の提供を
受ける者）の勧告及び公表の対象となる場合があるため、正確に情報提供すること。

※派遣元は、派遣先から提供された比較対象労働者の待遇等に関する情報のうち個人情報に該当するものの保
管及び使用について、派遣労働者の待遇の確保等の目的の範囲に限ること。個人情報に該当しない待遇情報
の保管及び使用等についても、派遣労働者の待遇の確保等の目的の範囲に限定する等適切な対応が必要とな
ること。
　また、比較対象労働者の待遇等に関する情報は労働者派遣法第二十四条の四の秘密を守る義務の対象とな
るため、派遣元は、正当な理由なく、当該情報を他に漏らしてはならないこと。
　これらに違反する派遣元は、指導等の対象となることに留意すること。
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労使協定例（連合作成）
参考資料４

協定対象の派遣労働者の待遇に関する労使協定（例）

（連合作成） 
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事
項
」
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「
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…

株式会社　　　　　　人材サービス株式会社（以下「会社」という）と　　　　　人材サービ

ス労働組合（以下「組合」という）は、労働者派遣法第30条の４第１項の規定（労使協定方式）

に基づき待遇を決定する派遣労働者の待遇に関し、次のとおり協定する。

対象となる派遣労働者の範囲
第１条　本協定は、派遣先で次の各号の業務に従事する従業員（以下「対象従業員」という）

に適用する。

    （１） 　　　　　職種

    （２） 　　　　　職種

２　対象従業員については、派遣先が変更される頻度が高いことから、中長期的なキャリア

形成を行い所得の不安定化を防ぐ等のため、本労使協定の対象とする。

３　会社は、対象従業員について、一の労働契約の契約期間中に本協定の適用を除外しない

ものとする。

賃金の構成
第２条　対象従業員の賃金は、基本給、一時金、時間外労働手当、深夜・休日労働手当、通

勤手当、退職手当とする。

同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額
第３条　対象従業員の基本給及び一時金の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労

働者の平均的な賃金の額」（時給換算）は次の各号のとおりとする。

（１）使用する統計は、厚生労働省通達「労働者派遣法第30条の４第１項第２号イ

の同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額について」（以下「通

達」という）の「平成　　年賃金構造基本統計調査」とする。

（２）第１条第１項各号に定める各職種と、比較対象となる「賃金構造基本統計調査」

における職種との対応は以下のとおりとする。

【ポイント】
労働契約期間中に、労使協定の対象から派遣先均等・均衡方式に変更することについては、

派遣労働者の労働条件が不安定になり、派遣労働者の長期的なキャリア形成を阻害する可能

性があるため、認めないようにしましょう。派遣法第30条の４第１項第６号及び派遣則第

25条の10第３号により、「特段の事情がない限り」一の労働契約期間中に、派遣先の変更を

理由として待遇決定方式を変更しようとしないことを労使協定に定めることとされています。

円 する目的 を考慮

⑳　病気休職：有・無

円 する目的 を考慮

㉑　法定外の休暇（慶弔休暇を除く）：有・無

円 する目的 を考慮

㉒　教育訓練：有・無

円 する目的 を考慮

㉓　安全管理に関する措置及び給付：有・無

円 する目的 を考慮

㉔　退職手当：有・無

円 する目的 を考慮

㉕　住宅手当：有・無

円 する目的 を考慮

㉖　家族手当：有・無

円 する目的 を考慮

㉗　●●●：有・無



【ポイント】
〇 「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金」は、厚生労働省が通達で公表する公

的統計以外の統計（業界統計など）を用いることも可能ですが、原則として厚生労働省が

毎年６～７月に公表する公的統計（賃金構造基本統計調査または職業安定業務統計）を活

用しましょう。

〇 地域指数は、都道府県毎とハローワーク毎の数値が示されますが、地域ごとに低い指数を

活用するなどの恣意的な運用が行われていないか確認しましょう（例：同一都道府県内で

あっても賃金の低い地域の派遣先で働く派遣労働者にはハローワーク別の数値を、賃金の

高い地域で働く派遣労働者には都道府県別の数値を活用するなど）。

31 32参考資料４　労使協定例（連合作成）

 ( ア ) 　　　職種については、「賃金構造基本統計調査」の　　　　職種

 ( イ ) 　　　職種については、「賃金構造基本統計調査」の　　　　職種

（３）地域調整は、通達に定める「地域指数」の都道府県指数とする。

（４）通勤手当は、基本給及び一時金とは分離し、第６条のとおりとする。

第
２
号
イ

「
賃
金
の
決
定
方
法
」

…

基本給及び一時金
第４条　対象従業員の賃金（基本給（※退職手当相当分を含む）及び一時金）は、次のとおり

一般労働者の平均賃金以上の額とする。

（１） 　　　　　職種

（２） 　　　　　職種

職種

退職金指数※

地域指数

一般労働者の平均賃金

等級

基本給

一時金

対象従業員の賃金

０年

円

円

１級

円以上

円

円以上

１年

円

円

２級

円以上

円

円以上

２年

円

円

３級

円以上

円

円以上

３年

円

円

４級

円以上

円

円以上

５年

円

円

５級

円以上

円

円以上

１０年

円

円

１０級

円以上

円

円以上

２０年

円

円

２０級

円以上

円

円以上

（職種名）

6%

（地域名）

職種

退職金指数※

地域指数

一般労働者の平均賃金

等級

基本給

一時金

対象従業員の賃金

０年

円

円

１級

円以上

円

円以上

１年

円

円

２級

円以上

円

円以上

２年

円

円

３級

円以上

円

円以上

３年

円

円

４級

円以上

円

円以上

５年

円

円

５級

円以上

円

円以上

１０年

円

円

１０級

円以上

円

円以上

２０年

円

円

２０級

円以上

円

円以上

（職種名）

6%

（地域名）
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２　　会社は、第８条の規定による対象従業員の勤務評価の結果を踏まえ、昇給を行う。また、

会社は能力に応じた派遣就業の機会を提示するように努めるものとする。

３　　一時金は、半期ごとに行う勤務評価によって額を決定する。ただし、「同種の業務に

従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」と比較するにあたっては、標準的な評価の

者の一時金の額を時給換算とした額とする。

【ポイント】
〇 本記載例は職能等級制度を採用し、且つ、退職手当相当分を基本給に上乗せして支払う

ケースです。

〇 退職手当は、以下の3つの支給方法が認められていますが、本記載例はb)の時給上乗せ

方式を採用した場合です。時給とは別に支払うa）及びc)を採用する場合は、本条の※

の記載は不要で、本記載例の後記「第7条（退職金）」を参照してください。

a)厚生労働省が毎年6～ 7月に通達で示す退職金調査を踏まえて退職手当制度を比較す

る方法

b)派遣労働者の時給について、一般労働者の時給に退職手当分6％（※一般労働者の賃

金に占める１月あたりの退職給付割合として厚生労働省が算出した割合）を上乗せし

た額と同等以上の額で支払う方法

c)中退共等に加入する方法

〇 「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金」は最低限上回るべき基準であるた

め、派遣元労働組合としては、法定要件を満たすことはもとより、より高く、納得性の

ある賃金水準を追求し、団体交渉・労使協議を行いましょう。

〇 厚生労働省が通達で示す「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金」は、時給

換算で示されますので、基本給、一時金は時給換算して比較しましょう。

〇 派遣職種や地域が多岐にわたる場合は、別表で詳細を定めることも考えられます。

第５条　対象従業員の時間外労働手当、深夜・休日労働手当は、就業規則第　　条に基づき

支給する。

【ポイント】
〇 同一労働同一賃金の観点から、通常の労働者（正社員）とパート・有期雇用労働者の就業規

則は別々に定めるのではなく基本的に一本化するよう求めましょう（※本協定例では、就業

規則は一本化されていることを前提としています）。

〇 なお、正社員就業規則とパート・有期雇用労働者就業規則のように別建てで定めている場

合などは、時間外労働手当や深夜・休日労働手当の割増率は、派遣元の通常の労働者と同

様の割増率によって支払われるよう求めましょう。



【ポイント】
〇 「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金」は、厚生労働省が通達で公表する公

的統計以外の統計（業界統計など）を用いることも可能ですが、原則として厚生労働省が

毎年６～７月に公表する公的統計（賃金構造基本統計調査または職業安定業務統計）を活

用しましょう。

〇 地域指数は、都道府県毎とハローワーク毎の数値が示されますが、地域ごとに低い指数を

活用するなどの恣意的な運用が行われていないか確認しましょう（例：同一都道府県内で

あっても賃金の低い地域の派遣先で働く派遣労働者にはハローワーク別の数値を、賃金の

高い地域で働く派遣労働者には都道府県別の数値を活用するなど）。
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 ( ア ) 　　　職種については、「賃金構造基本統計調査」の　　　　職種

 ( イ ) 　　　職種については、「賃金構造基本統計調査」の　　　　職種

（３）地域調整は、通達に定める「地域指数」の都道府県指数とする。

（４）通勤手当は、基本給及び一時金とは分離し、第６条のとおりとする。
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…

基本給及び一時金
第４条　対象従業員の賃金（基本給（※退職手当相当分を含む）及び一時金）は、次のとおり

一般労働者の平均賃金以上の額とする。

（１） 　　　　　職種

（２） 　　　　　職種

職種

退職金指数※

地域指数

一般労働者の平均賃金

等級

基本給

一時金

対象従業員の賃金

０年

円

円

１級

円以上

円

円以上

１年

円

円

２級

円以上

円

円以上

２年

円

円

３級

円以上

円

円以上

３年

円

円

４級

円以上

円

円以上

５年

円

円

５級

円以上

円

円以上

１０年

円

円

１０級

円以上

円

円以上

２０年

円

円

２０級

円以上

円

円以上

（職種名）

6%

（地域名）

職種

退職金指数※

地域指数

一般労働者の平均賃金

等級

基本給

一時金

対象従業員の賃金

０年

円

円

１級

円以上

円

円以上

１年

円

円

２級

円以上

円

円以上

２年

円

円

３級

円以上

円

円以上

３年

円

円

４級

円以上

円

円以上

５年

円

円

５級

円以上

円

円以上

１０年

円

円

１０級

円以上

円

円以上

２０年

円

円

２０級

円以上

円

円以上

（職種名）

6%

（地域名）
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２　　会社は、第８条の規定による対象従業員の勤務評価の結果を踏まえ、昇給を行う。また、

会社は能力に応じた派遣就業の機会を提示するように努めるものとする。

３　　一時金は、半期ごとに行う勤務評価によって額を決定する。ただし、「同種の業務に

従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」と比較するにあたっては、標準的な評価の

者の一時金の額を時給換算とした額とする。

【ポイント】
〇 本記載例は職能等級制度を採用し、且つ、退職手当相当分を基本給に上乗せして支払う

ケースです。

〇 退職手当は、以下の3つの支給方法が認められていますが、本記載例はb)の時給上乗せ

方式を採用した場合です。時給とは別に支払うa）及びc)を採用する場合は、本条の※

の記載は不要で、本記載例の後記「第7条（退職金）」を参照してください。

a)厚生労働省が毎年6～ 7月に通達で示す退職金調査を踏まえて退職手当制度を比較す

る方法

b)派遣労働者の時給について、一般労働者の時給に退職手当分6％（※一般労働者の賃

金に占める１月あたりの退職給付割合として厚生労働省が算出した割合）を上乗せし

た額と同等以上の額で支払う方法

c)中退共等に加入する方法

〇 「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金」は最低限上回るべき基準であるた

め、派遣元労働組合としては、法定要件を満たすことはもとより、より高く、納得性の

ある賃金水準を追求し、団体交渉・労使協議を行いましょう。

〇 厚生労働省が通達で示す「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金」は、時給

換算で示されますので、基本給、一時金は時給換算して比較しましょう。

〇 派遣職種や地域が多岐にわたる場合は、別表で詳細を定めることも考えられます。

第５条　対象従業員の時間外労働手当、深夜・休日労働手当は、就業規則第　　条に基づき

支給する。

【ポイント】
〇 同一労働同一賃金の観点から、通常の労働者（正社員）とパート・有期雇用労働者の就業規

則は別々に定めるのではなく基本的に一本化するよう求めましょう（※本協定例では、就業

規則は一本化されていることを前提としています）。

〇 なお、正社員就業規則とパート・有期雇用労働者就業規則のように別建てで定めている場

合などは、時間外労働手当や深夜・休日労働手当の割増率は、派遣元の通常の労働者と同

様の割増率によって支払われるよう求めましょう。
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通勤手当
第６条　対象従業員の通勤手当は、就業規則第　　条に基づき通勤に要する実費に相当する

額を支給する。

【ポイント】
通勤手当は、a)実費を支払う方法、b)派遣労働者の時給について、一般労働者の時給に71

円（一般の労働者の平均的な通勤交通費として厚労省が算出した額）を上乗せした額と同等

以上の額で支払う方法の2種類が認められていますが、自宅から職場（派遣先）への交通費

の実費弁償という通勤手当の基本的性格に鑑み、a)によって基本給とは別枠で支払われるよ

うにしましょう。

退職金
第７条　会社は、対象従業員について独立行政法人勤労者退職金共済機構・中小企業退職金

共済事業本部との間に退職金共済契約を締結するものとする。

２　前項の掛金月額は、基本給と一時金の時給を合算した額の６％以上となるよう

にし、支給方法などを含む詳細は退職金規則の定めによるものとする。

【ポイント】
本記載例は、c)中退共等に加入するケースです。
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賃金の決定に当たっての評価
第８条　勤務評価の方法は就業規則第　　条に基づき行うこととし、勤務評価を踏まえ昇給

および一時金の額を決定する。

賃金以外の待遇
第９条　教育訓練（次条に定めるものを除く。）、福利厚生その他の賃金以外の待遇について

は正社員と同一とし、就業規則第　　条から第　　条までの規定を準用する。

教育訓練
第10条　労働者派遣法第30条の２に規定する教育訓練については、別途定める「　　　

人材サービス教育訓練実施計画」に従って、着実に実施する。

その他
第11条　本協定に定めのない事項については、別途、労使で誠実に協議する。

第
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育
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有効期間
第12条　協定の有効期間は、　　年　　月　　日から　　年　　月　　日までの　　年間

とする。

　　　　　年　　　月　　　日

株式会社　　　　　　人材サービス　代表取締役社長○○○○印

　　　　　　人材サービス労働組合　中央執行委員長○○○○印

【ポイント】
〇 協定の有効期間は「２年以内が望ましい」とされているが、「一般の労働者の平均的な賃金

の額」などの指標は毎年更新されることから、協定の有効期間も１年で設定し、１年ごと

に内容の点検・見直しを行いましょう。

第
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「
そ
の
他
厚
労
省
令
で

定
め
る
事
項
」
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通勤手当
第６条　対象従業員の通勤手当は、就業規則第　　条に基づき通勤に要する実費に相当する

額を支給する。

【ポイント】
通勤手当は、a)実費を支払う方法、b)派遣労働者の時給について、一般労働者の時給に71

円（一般の労働者の平均的な通勤交通費として厚労省が算出した額）を上乗せした額と同等

以上の額で支払う方法の2種類が認められていますが、自宅から職場（派遣先）への交通費

の実費弁償という通勤手当の基本的性格に鑑み、a)によって基本給とは別枠で支払われるよ

うにしましょう。

退職金
第７条　会社は、対象従業員について独立行政法人勤労者退職金共済機構・中小企業退職金

共済事業本部との間に退職金共済契約を締結するものとする。

２　前項の掛金月額は、基本給と一時金の時給を合算した額の６％以上となるよう

にし、支給方法などを含む詳細は退職金規則の定めによるものとする。

【ポイント】
本記載例は、c)中退共等に加入するケースです。
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賃金の決定に当たっての評価
第８条　勤務評価の方法は就業規則第　　条に基づき行うこととし、勤務評価を踏まえ昇給

および一時金の額を決定する。

賃金以外の待遇
第９条　教育訓練（次条に定めるものを除く。）、福利厚生その他の賃金以外の待遇について

は正社員と同一とし、就業規則第　　条から第　　条までの規定を準用する。

教育訓練
第10条　労働者派遣法第30条の２に規定する教育訓練については、別途定める「　　　

人材サービス教育訓練実施計画」に従って、着実に実施する。

その他
第11条　本協定に定めのない事項については、別途、労使で誠実に協議する。
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有効期間
第12条　協定の有効期間は、　　年　　月　　日から　　年　　月　　日までの　　年間

とする。

　　　　　年　　　月　　　日

株式会社　　　　　　人材サービス　代表取締役社長○○○○印

　　　　　　人材サービス労働組合　中央執行委員長○○○○印

【ポイント】
〇 協定の有効期間は「２年以内が望ましい」とされているが、「一般の労働者の平均的な賃金

の額」などの指標は毎年更新されることから、協定の有効期間も１年で設定し、１年ごと

に内容の点検・見直しを行いましょう。
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